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１　社会保険診療報酬支払基金の概要

　⑴　事業内容

　　ア�　診療担当者の提出する診療報酬請求書の審査（その審査について不服の申出が

あった場合の再審査を含む。以下同じ。）を行うこと。

　　イ�　前記アにより審査を行った診療報酬請求書に対して、厚生労働大臣の定めるとこ

ろにより算定した金額を支払うこと。

　　ウ�　前記ア及びイに準じ、訪問看護療養費又は家族訪問看護療養費の審査及び支払を

行うこと。

　　エ�　各保険者から、委託金の委託を受けるとともに各保険者に診療報酬の請求を行う

こと。

　　オ�　前記アからエまでの業務に附帯する業務を行うこと。

　　カ�　前記アからオまでの業務のほか、社会保険診療報酬支払基金法第 1条の目的を達

成するために必要な業務を行うこと。

　　キ�　生活保護法、児童福祉法、母子保健法、戦傷病者特別援護法、原子爆弾被爆者に対

する援護に関する法律、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律、

心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関する法律、石

綿による健康被害の救済に関する法律、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に

支援するための法律又は難病の患者に対する医療等に関する法律の規定により医療

機関の請求することのできる診療報酬の額又は被爆者一般疾病医療機関若しくは保

険医療機関等若しくは生活保護指定医療機関に支払うべき額の決定について意見を

求められたときは、意見を述べ、また、生活保護法、戦傷病者特別援護法、原子爆弾

被爆者に対する援護に関する法律、児童福祉法、母子保健法、感染症の予防及び感

染症の患者に対する医療に関する法律、心神喪失等の状態で重大な他害行為を行っ

た者の医療及び観察等に関する法律、石綿による健康被害の救済に関する法律、障

害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律又は難病の患者に対す

る医療等に関する法律の規定により医療機関に対する診療報酬又は一般疾病医療費

若しくは医療費に相当する額の支払に関する事務を委託されたとき並びに防衛省の

職員の給与等に関する法律の規定により、療養を担当する者が国に対して請求する

ことができる診療報酬の額の審査に関する事務及びその診療報酬の支払に関する事

務を委託されたとき、並びに精神保健及び精神障害者福祉に関する法律又は麻薬及

び向精神薬取締法の規定により、これらに規定する審査、額の算定又は診療報酬の
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支払に関する事務を委託されたときにおいて、その支払に必要な事務を行うこと。

　　ク�　厚生労働大臣の定める疾病について医療機関が請求することができる費用の額の

審査及び支払に関する事務を行うこと。

　　ケ�　高齢者の医療の確保に関する法律の定めるところにより次の高齢者医療制度関係

業務を行うこと。ア保険者から前期高齢者納付金等を徴収し、保険者に対し前期高

齢者交付金を交付する業務及びこれに附帯する業務。イ保険者から後期高齢者支援

金等を徴収し、後期高齢者医療広域連合に対し後期高齢者交付金を交付する業務及

びこれに附帯する業務。ウ保険者から病床転換支援金等を徴収し、都道府県に対し

病床転換助成交付金を交付する業務及びこれに附帯する業務。

　　コ�　国民健康保険法の定めるところにより次の退職者医療関係業務を行うこと。ア被

用者保険等保険者から拠出金を徴収すること。イ市町村に対し療養給付費交付金を

交付すること。ウ前記ア及びイの業務に附帯する業務を行うこと。

　　サ�　介護保険法の定めるところにより次の介護保険関係業務を行うこと。ア医療保険

者から納付金を徴収すること。イ市町村に対し介護給付費交付金を交付すること。

ウ市町村に対し地域支援事業支援交付金を交付すること。エ前記のア、イ及びウの

業務に附帯する業務を行うこと。

　　シ�　特定Ｂ型肝炎ウイルス感染者給付金等の支給に関する特別措置法の定めるところ

により次の特定Ｂ型肝炎ウイルス感染者給付金等支給関係業務を行うこと。ア特定

Ｂ型肝炎ウイルス感染者給付金等を支給すること。イ前記のアの業務に附帯する業

務を行うこと。



─ 5─

⑵　事務所の所在地

主 た る 事 務 所 の 名 称 所 在 地

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 東京都港区新橋二丁目 1 番 3 号

従 た る 事 務 所 の 名 称 所 在 地

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 北 海 道 支 部 札幌市中央区北七条西十四丁目 28 番地 22

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 青 森 支 部 青森市堤町一丁目 5 番 1 号

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 岩 手 支 部 盛岡市志家町 10 番 35 号

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 宮 城 支 部 仙台市宮城野区榴岡五丁目 1 番 27 号

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 秋 田 支 部 秋田市中通七丁目 2 番 17 号

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 山 形 支 部 山形市鉄砲町二丁目 15 番 1 号

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 福 島 支 部 福島市三河南町 11 番 5 号

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 茨 城 支 部 水戸市末広町一丁目 1 番 8 号

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 栃 木 支 部 宇都宮市塙田一丁目 3 番 14 号

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 群 馬 支 部 前橋市問屋町一丁目 2 番地 4

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 埼 玉 支 部 さいたま市浦和区領家三丁目 18 番 1 号

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 千 葉 支 部 千葉市中央区問屋町 2 番 1 号

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 東 京 支 部 東京都豊島区南池袋二丁目 28 番 10 号

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 神 奈 川 支 部 横浜市中区山下町 34 番地

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 新 潟 支 部 新潟市中央区新光町 11 番地 2

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 富 山 支 部 富山市黒崎 21 番地

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 石 川 支 部 金沢市元菊町 16 番 15 号

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 福 井 支 部 福井市花堂東一丁目 26 番 30 号

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 山 梨 支 部 甲府市湯田二丁目 12 番 22 号

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 長 野 支 部 長野市大字鶴賀 1457 番地 44

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 岐 阜 支 部 岐阜市五坪一丁目 1 番 1 号

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 静 岡 支 部 静岡市駿河区国吉田一丁目 2 番 20 号

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 愛 知 支 部 名古屋市北区大曽根四丁目 8 番 57 号

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 三 重 支 部 津市桜橋三丁目 446 番 68

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 滋 賀 支 部 大津市におの浜二丁目 2 番 8 号

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 京 都 支 部 京都市右京区西院月双町 36 番地

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 大 阪 支 部 大阪市北区鶴野町 2 番 12 号

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 兵 庫 支 部 神戸市中央区港島中町四丁目 4 番 4

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 奈 良 支 部 奈良市佐保台西町 114 番地 1

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 和 歌 山 支 部 和歌山市吹上二丁目 5 番 14 号

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 鳥 取 支 部 鳥取市扇町 117 番地

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 島 根 支 部 松江市北田町 33 番 1

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 岡 山 支 部 岡山市北区新屋敷町二丁目 1 番 16 号

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 広 島 支 部 広島市西区中広町一丁目 17 番 30 号

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 山 口 支 部 山口市葵一丁目 3 番 38 号

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 徳 島 支 部 徳島市末広二丁目 1 番 25 号

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 香 川 支 部 高松市朝日町二丁目 17 番 3 号

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 愛 媛 支 部 松山市六軒家町 2 番 13 号

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 高 知 支 部 高知市神田 593 番地

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 福 岡 支 部 福岡市博多区美野島一丁目 1 番 8 号

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 佐 賀 支 部 佐賀市駅前中央三丁目 10 番 1 号

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 長 崎 支 部 長崎市光町 3 番 15 号

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 熊 本 支 部 熊本市中央区本荘町 667 番地 1

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 大 分 支 部 大分市新川町二丁目 5 番 17 号

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 宮 崎 支 部 宮崎市丸島町 2 番 38 号

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 鹿 児 島 支 部 鹿児島市宇宿一丁目 52 番 12 号

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 沖 縄 支 部 那覇市上間 290 番地 1
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　⑶　職員の定数及びその前事業年度末との比較

区　　分 平成 27 年度末 平成 26 年度末

職員定数 4,310 名 4,434 名

審査委員定数

（うち主任審査委員）

4,674 名

（566 名）

4,674 名

（566 名）
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措

置
法
）

0
0

0
0

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構
（石

綿
に

よ
る

健
康

被
害

の
救

済
に

関
す

る
法

律
）

1
0

0
1

都
道

府
県

・
市

町
村

及
び

特
別

区
（児

童
福

祉
法
：

肢
体

不
自

由
児

通
所

及
び

障
害

児
入

所
医

療
）

1
,7
8
4（

1
,7
3
7
）

0
0

1
,7
8
4（

1
,7
3
7
）

都
道

府
県

及
び

市
町

村
（自

治
体

医
療
）

7
9
3（

7
7
4
）

3
8

0
8
3
1（

8
1
2
）

合
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
計

1
6
,5
2
0

5
4

1
5

1
6
,5
5
9

（
注
）
１
�．
都
道
府
県
及
び
市
区
町
村
（
感
染
症
法
、
生
活
保
護
法
、
障
害
者
総
合
支
援
法
、
児
童
福
祉
法
、
精
神
保
健
及
び
精
神
障
害
者
福
祉
に
関
す
る
法
律
、
母
子
保
健
法
、
残
留
邦
人
支
援
法
、
措
置
等
医
療
、

自
治
体
医
療
）
は
、
そ
れ
ぞ
れ
契
約
都
道
府
県
市
区
町
村
数
を
記
し
、
そ
の
括
弧
内
に
市
区
町
村
数
を
再
掲
し
た
も
の
で
あ
る
。

　
　
 ２

�．
共
済
組
合
の
国
家
公
務
員
等
の
う
ち
に
は
、
国
家
公
務
員
共
済
組
合
連
合
会
職
員
、
地
方
職
員
共
済
組
合
、
公
立
学
校
共
済
組
合
及
び
警
察
共
済
組
合
が
含
ま
れ
て
い
る
。

　
　
 ３

�．「
保
険
者
等
の
種
別
」
欄
の
「（

特
定
疾
患
等
）」

の
「
等
」
に
は
、「

茨
城
県
神
栖
町
に
お
け
る
有
機
ヒ
素
化
合
物
に
よ
る
環
境
汚
染
及
び
健
康
被
害
に
係
る
緊
急
措
置
事
業
要
綱
」
に
基
づ
く
審
査
支
払
事

務
に
関
す
る
茨
城
県
知
事
と
の
契
約
、「

水
俣
病
総
合
対
策
費
の
国
庫
補
助
に
つ
い
て
」
に
基
づ
く
療
養
の
給
付
及
び
こ
れ
に
相
当
す
る
給
付
に
関
す
る
審
査
支
払
事
務
に
係
る
新
潟
県
知
事
、
熊
本
県
知
事
、

鹿
児
島
県
知
事
及
び
新
潟
市
長
と
の
契
約
及
び
「
メ
チ
ル
水
銀
の
健
康
影
響
に
係
る
調
査
研
究
事
業
に
つ
い
て
」
に
基
づ
く
研
究
治
療
費
の
支
給
に
関
す
る
審
査
支
払
事
務
に
係
る
熊
本
県
知
事
と
の
契
約
が

含
ま
れ
て
い
る
。

　
　
 ４

�．「
保
険
者
等
の
種
別
」
欄
の
「（

老
人
保
健
法
）」

に
つ
い
て
は
、健

康
保
険
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成

18
年
法
律
第

83
号
）
第

7
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
老
人
保
健
法
に
よ
る
も
の
で
あ
る
。

　
　
 ５

�．「
保
険
者
等
の
種
別
」
欄
の
「（

特
定
Ｂ
型
肝
炎
ウ
イ
ル
ス
感
染
者
給
付
金
等
の
支
給
に
関
す
る
特
別
措
置
法
）」

に
つ
い
て
は
、
社
会
保
険
診
療
報
酬
支
払
基
金
が
実
施
機
関
で
あ
る
た
め
、
契
約
は
行
っ
て

い
な
い
。
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３
　

管
掌

別
診

療
報

酬
支

払
状

況

保
険

者
等

の
種

別
支
払
確
定
額

支
　
払
　
額

支
払
未
済
額

備
　
　
　
考

千
円

千
円

千
円

千
円

全
国

健
康

保
険

協
会
（健

康
保

険
）

4
,7
8
1
,3
2
3
,7
1
5

4
,7
8
1
,2
5
3
,5
0
1

7
0
,2
1
4

7
7
,0
6
0

全
国

健
康

保
険

協
会
（船

員
保

険
）

1
8
,6
3
8
,8
7
7

1
8
,6
3
8
,8
5
6

2
1

5
4
1

共
済

組
合

1
,0
0
3
,2
4
2
,7
7
9

1
,0
0
3
,2
2
9
,0
0
1

1
3
,7
7
7

9
,5
6
4

健
康

保
険

組
合

3
,2
8
7
,2
4
8
,9
7
7

3
,2
8
7
,2
1
4
,3
5
6

3
4
,6
2
1

4
2
,3
3
0

政
府
（防

衛
省

の
職

員
の

給
与

等
に

関
す

る
法

律
）

1
1
,2
6
9
,1
0
0

1
1
,2
6
9
,0
8
1

1
8

1
8
2

都
道

府
県

・
市

及
び

特
別

区
（感

染
症

法
：

感
染

症
結

核
）

2
,6
2
3
,2
0
0

2
,6
2
2
,9
4
0

2
6
0

7

都
道

府
県

・
市

町
村

及
び

特
別

区
（生

活
保

護
法
）

1
,7
5
6
,9
9
3
,1
3
8

1
,7
5
6
,9
8
5
,2
7
4

7
,8
6
3

5
1
,9
9
2

政
府
（戦

傷
病

者
特

別
援

護
法
）

1
2
,7
3
2

1
2
,6
2
9

1
0
3

─

都
道

府
県

・
市

町
村

及
び

特
別

区
（障

害
者

総
合

支
援

法
：

更
生

医
療
）

1
5
3
,0
9
0
,6
5
8

1
5
3
,0
9
0
,8
3
7

△
 
1
7
8

1
0
,2
1
6

都
道

府
県

・
市

町
村

及
び

特
別

区
（障

害
者

総
合

支
援

法
：

育
成

医
療
）

2
,4
4
1
,5
9
5

2
,4
4
1
,5
9
4

0
7

都
道

府
県

・
市

及
び

特
別

区
（児

童
福

祉
法
：

療
育

の
給

付
）

1
,8
1
7

1
,8
1
7

─
─

政
府
（原

子
爆
弾
被
爆
者
に
対
す
る
援
護
に
関
す
る
法
律
）

6
,6
9
5
,3
7
0

6
,6
9
5
,3
7
4

△
 
4

2
3

都
道

府
県

及
び

市
（精

神
保
健
及
び
精
神
障
害
者
福
祉
に
関
す
る
法
律
）

5
,0
5
0
,3
3
4

5
,0
5
0
,3
3
4

─
4

都
道

府
県

及
び

市
（障

害
者

総
合

支
援

法
：

精
神

通
院

医
療
）

1
7
7
,8
4
9
,2
6
7

1
7
7
,8
4
6
,0
2
4

3
,2
4
2

3
7
,3
5
3

都
道

府
県
（麻

薬
及

び
向

精
神

薬
取

締
法
）

─
─

─
─

都
道

府
県

・
市

町
村

及
び

特
別

区
（母

子
保

健
法
）

6
,4
4
5
,8
5
3

6
,4
4
5
,8
5
3

─
─

都
道

府
県

・
市

町
村

及
び

特
別

区
（障

害
者

総
合

支
援

法
：

療
養

介
護

医
療
）

3
,6
1
5
,8
7
8

3
,6
1
5
,8
7
8

─
─

都
道

府
県

・
市

町
村

及
び

特
別

区
（残

留
邦

人
支

援
法
）

6
,2
6
7
,4
2
3

6
,2
6
7
,3
2
8

9
5

1
4
3

市
町

村
及

び
特

別
区
（老

人
保

健
法
）

△
 
4
,7
8
2

△
 
4
,9
4
4

1
6
1

1
4
6

都
道

府
県

・
市

及
び

特
別

区
（感

染
症

法
）

8
0

8
0

─
─

地
方

厚
生

局
（医

療
観

察
法
）

1
6
,2
6
8
,5
3
9

1
6
,2
6
8
,5
3
9

─
─

都
道

府
県
（肝

炎
治

療
特

別
促

進
事

業
）

9
,3
3
9
,6
7
8

9
,3
3
9
,6
7
8

─
1
7

政
府
（軽

減
特

例
措

置
）

1
9
,5
0
5
,6
3
8

1
9
,5
0
5
,3
2
7

3
1
0

4
3
8

政
府
（老

人
被

爆
）

△
 
7
2

△
 
7
2

─
─

都
道

府
県
（特

定
疾

患
等
）

2
,5
8
2
,6
2
9

2
,5
8
2
,5
5
9

7
0

1
,8
4
5

都
道

府
県

及
び

市
（児

童
福

祉
法

：
小

児
慢

性
）

2
2
,1
6
0
,5
4
8

2
2
,1
5
9
,7
3
7

8
1
1

2
2
9

都
道

府
県

・
市

及
び

特
別

区
（措

置
等

医
療
）

8
,9
1
8
,6
6
3

8
,9
0
8
,7
5
6

9
,9
0
6

1
0
6

都
道

府
県
（難

病
の

患
者

に
対

す
る

医
療

等
に

関
す
る

法
律
）

5
6
,6
7
7
,8
0
2

5
6
,6
7
7
,3
7
0

4
3
2

△
 
9

社
会

保
険

診
療

報
酬

支
払

基
金

（特
定

Ｂ
型

肝
炎

ウ
イ

ル
ス

感
染

者
給

付
金

等
の

支
給

に
関

す
る

特
別

措
置

法
）

1
8
,8
2
9

1
8
,8
2
9

─
0

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構
（石

綿
に

よ
る

健
康

被
害

の
救

済
に

関
す

る
法

律
）

1
2
0
,7
8
1

1
2
0
,7
7
2

8
─

都
道

府
県

・
市

町
村

及
び

特
別

区
（児

童
福

祉
法
：

肢
体

不
自

由
児

通
所

及
び

障
害

児
入

所
医

療
）

3
,4
3
7
,0
7
3

3
,4
3
7
,0
7
3

─
─

都
道

府
県

及
び

市
町

村
（自

治
体

医
療
）

1
7
5
,3
8
2
,6
2
0

1
7
5
,3
7
9
,1
2
2

3
,4
9
8

1
,8
2
7

出
産

育
児

一
時

金
等

1
3
5
,7
7
2
,3
4
0

1
3
5
,7
5
6
,8
0
8

1
5
,5
3
2

1
,2
6
0

合
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
計

1
1
,6
7
2
,9
9
1
,0
9
2

1
1
,6
7
2
,8
3
0
,3
2
4

1
6
0
,7
6
8

2
3
5
,2
9
3

（
注
）
１
．
「
支
払
確
定
額
」
に
は
、
前
年
度
支
払
未
済
額
が
含
ま
れ
て
い
る
。
な
お
、
当
該
額
は
「
備
考
」
欄
に
付
記
し
た
額
で
あ
る
。

　
　
 
２
．
「
支
払
額
」
は
本
年
度
中
に
支
払
っ
た
額
で
あ
る
。
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４
　

管
掌

別
診

療
報

酬
収

入
状

況

保
　

険
　

者
　

等
　

の
　

種
　

別
請
　
求
　
額

収
　
入
　
額

収
入
未
済
額

備
　
　
　
考

千
円

千
円

千
円

千
円

委
託

金
6
1
1
,7
2
3

6
1
1
,7
2
3

─
─

共
済

組
合

1
6
6
,9
2
7

1
6
6
,9
2
7

─
─

健
康

保
険

組
合

4
4
4
,7
9
6

4
4
4
,7
9
6

─
─

診
療

報
酬

1
1
,8
8
7
,1
6
6
,5
5
7

1
1
,6
7
3
,9
2
9
,4
6
2

2
1
3
,2
3
7
,0
9
4

2
0
1
,0
8
4
,7
8
7

全
国

健
康

保
険

協
会
（健

康
保

険
）

4
,9
9
3
,2
0
3
,1
5
6

4
,7
8
1
,2
4
2
,1
5
6

2
1
1
,9
6
1
,0
0
0

1
9
8
,8
7
3
,0
0
0

全
国

健
康

保
険

協
会
（船

員
保

険
）

1
9
,4
2
9
,3
8
5

1
8
,6
3
8
,3
8
5

7
9
1
,0
0
0

8
0
4
,0
0
0

共
済

組
合

1
,0
0
3
,2
5
4
,6
1
4

1
,0
0
3
,2
5
4
,6
1
4

─
1
0
,8
0
7

健
康

保
険

組
合

3
,2
8
8
,2
4
4
,3
8
3

3
,2
8
7
,9
5
5
,3
2
3

2
8
9
,0
6
0

1
,0
4
2
,7
0
6

政
府
（防

衛
省

の
職

員
の

給
与

等
に

関
す

る
法

律
）

1
1
,2
7
5
,0
4
7

1
1
,2
7
5
,0
4
7

─
─

都
道

府
県

・
市

及
び

特
別

区
（感

染
症

法
：

感
染

症
結

核
）

2
,6
3
0
,3
5
3

2
,6
3
0
,3
5
3

0
3
,4
2
7

都
道

府
県

・
市

町
村

及
び

特
別

区
（生

活
保

護
法
）

1
,7
5
5
,1
0
5
,0
5
1

1
,7
5
4
,9
2
7
,6
9
9

1
7
7
,3
5
1

3
1
7
,9
9
3

政
府
（戦

傷
病

者
特

別
援

護
法
）

1
2
,7
3
2

1
2
,7
3
2

─
─

都
道

府
県

・
市

町
村

及
び

特
別

区
（障

害
者

総
合

支
援

法
：

更
生

医
療
）

1
5
3
,1
1
1
,6
4
6

1
5
3
,1
0
2
,3
5
0

9
,2
9
5

1
0
,9
1
6

都
道

府
県

・
市

町
村

及
び

特
別

区
（障

害
者

総
合

支
援

法
：

育
成

医
療
）

2
,4
4
8
,8
7
1

2
,4
4
8
,6
0
2

2
6
9

2
,9
0
5

都
道

府
県

・
市

及
び

特
別

区
（児

童
福

祉
法
：

療
育

の
給

付
）

5
5
5

5
5
5

─
─

政
府
（原

子
爆
弾
被
爆
者
に
対
す
る
援
護
に
関
す
る
法
律
）

6
,6
9
5
,4
7
7

6
,6
9
5
,4
7
7

─
─

都
道

府
県

及
び

市
（精

神
保
健
及
び
精
神
障
害
者
福
祉
に
関
す
る
法
律
）

5
,0
4
5
,2
1
2

5
,0
4
5
,2
1
2

─
─

都
道

府
県

及
び

市
（障

害
者

総
合

支
援

法
：

精
神

通
院

医
療
）

1
7
8
,2
8
2
,5
8
8

1
7
8
,2
8
2
,5
8
8

─
─

都
道

府
県
（麻

薬
及

び
向

精
神

薬
取

締
法
）

─
─

─
─

都
道

府
県

・
市

町
村

及
び

特
別

区
（母

子
保

健
法
）

6
,4
4
3
,8
4
4

6
,4
4
1
,2
5
4

2
,5
9
0

1
5
,0
3
9

都
道

府
県

・
市

町
村

及
び

特
別

区
（障

害
者

総
合

支
援

法
：

療
養

介
護

医
療
）

3
,6
2
5
,0
8
9

3
,6
2
4
,0
6
5

1
,0
2
3

3
,1
5
1

都
道

府
県

・
市

町
村

及
び

特
別

区
（残

留
邦

人
支

援
法
）

6
,2
4
8
,1
4
5

6
,2
4
8
,1
4
4

0
2
9

市
町

村
及

び
特

別
区
（老

人
保

健
法
）

△
 
2
,6
3
0

△
 
2
,6
3
0

─
─

都
道

府
県

・
市

及
び

特
別

区
（感

染
症

法
）

8
0

8
0

─
─

地
方

厚
生

局
（医

療
観

察
法
）

1
6
,2
6
8
,3
8
6

1
6
,2
6
8
,3
8
6

─
─

都
道

府
県
（肝

炎
治

療
特

別
促

進
事

業
）

9
,6
8
9
,6
2
0

9
,6
8
9
,6
2
0

─
─

政
府
（軽

減
特

例
措

置
）

1
9
,5
0
5
,1
9
9

1
9
,5
0
5
,1
9
9

─
─

政
府
（老

人
被

爆
）

─
─

─
─

都
道

府
県
（特

定
疾

患
等
）

2
,3
5
6
,8
6
5

2
,3
5
2
,0
2
1

4
,8
4
3

9
8

都
道

府
県

及
び

市
（児

童
福

祉
法

：
小

児
慢

性
）

2
2
,3
0
9
,6
1
7

2
2
,3
0
9
,6
1
7

─
─

都
道

府
県

・
市

及
び

特
別

区
（措

置
等

医
療
）

8
,9
3
5
,6
4
8

8
,9
3
5
,6
4
8

─
─

都
道

府
県
（難

病
の

患
者

に
対

す
る

医
療

等
に

関
す
る

法
律
）

5
7
,9
4
0
,2
3
6

5
7
,9
4
0
,2
3
6

─
─

社
会

保
険

診
療

報
酬

支
払

基
金

（特
定

Ｂ
型

肝
炎

ウ
イ

ル
ス

感
染

者
給

付
金

等
の

支
給

に
関

す
る

特
別

措
置

法
）

1
8
,8
3
9

1
8
,8
3
9

─
─

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構
（石

綿
に

よ
る

健
康

被
害

の
救

済
に

関
す

る
法

律
）

1
2
0
,7
6
8

1
2
0
,7
6
8

─
─

都
道

府
県

・
市

町
村

及
び

特
別

区
（児

童
福

祉
法
：

肢
体

不
自

由
児

通
所

及
び

障
害

児
入

所
医

療
）

3
,4
4
4
,4
4
4

3
,4
4
4
,4
4
4

─
3

都
道

府
県

及
び

市
町

村
（自

治
体

医
療
）

1
7
5
,7
5
2
,2
4
3

1
7
5
,7
5
1
,5
8
2

6
6
0

7
0
7

出
産

育
児

一
時

金
等

1
3
5
,7
7
1
,0
8
0

1
3
5
,7
7
1
,0
8
0

─
─

合
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
計

1
1
,8
8
7
,7
7
8
,2
8
0

1
1
,6
7
4
,5
4
1
,1
8
5

2
1
3
,2
3
7
,0
9
4

2
0
1
,0
8
4
,7
8
7

（
注
）
１
．
「
請
求
額
」
に
は
、
前
年
度
収
入
未
済
額
が
含
ま
れ
て
い
る
。
な
お
、
当
該
額
は
「
備
考
」
欄
に
付
記
し
た
額
で
あ
る
。

　
　
 
２
．
「
収
入
額
」
は
本
年
度
中
に
収
入
し
た
額
で
あ
る
。
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５
　

管
掌

別
事

務
費

収
入

状
況

保
　

険
　

者
　

等
　

の
　

種
　

別
請
　
求
　
額

収
　
入
　
額

収
入
未
済
額

千
円

千
円

千
円

全
国

健
康

保
険

協
会
（健

康
保

険
）

3
2
,1
7
3
,4
4
0

3
2
,1
7
3
,4
4
0

─

全
国

健
康

保
険

協
会
（船

員
保

険
）

1
0
4
,8
4
4

1
0
4
,8
4
4

─

共
済

組
合

7
,8
1
9
,7
9
0

7
,8
1
9
,7
9
0

─

健
康

保
険

組
合

2
5
,2
9
4
,6
4
1

2
5
,2
9
4
,6
4
1

─

政
府
（防

衛
省

の
職

員
の

給
与

等
に

関
す

る
法

律
）

7
2
,8
3
9

7
2
,8
3
9

─

都
道

府
県

・
市

及
び

特
別

区
（感

染
症

法
：

感
染

症
結

核
）

7
,6
6
1

7
,6
6
1

─

都
道

府
県

・
市

町
村

及
び

特
別

区
（生

活
保

護
法
）

3
,5
4
2
,4
6
1

3
,4
9
7
,2
0
2

4
5
,2
5
8

政
府
（戦

傷
病

者
特

別
援

護
法
）

1
2

1
2

─

都
道

府
県

・
市

町
村

及
び

特
別

区
（障

害
者

総
合

支
援

法
：

更
生

医
療
）

8
3
,6
8
3

8
3
,6
8
3

─

都
道

府
県

・
市

町
村

及
び

特
別

区
（障

害
者

総
合

支
援

法
：

育
成

医
療
）

9
,8
0
8

9
,8
0
8

─

都
道

府
県

・
市

及
び

特
別

区
（児

童
福

祉
法
：

療
育

の
給

付
）

1
1

─

政
府
（原

子
爆

弾
被

爆
者

に
対

す
る

援
護

に
関

す
る

法
律
）

3
0
,4
8
4

3
0
,4
8
4

─

都
道

府
県

及
び

市
（精

神
保

健
及

び
精

神
障

害
者

福
祉

に
関

す
る

法
律
）

1
,4
1
7

1
,4
1
7

─

都
道

府
県

及
び

市
（障

害
者

総
合

支
援

法
：

精
神

通
院

医
療
）

1
,2
7
7
,9
3
0

1
,2
7
7
,9
3
0

─

都
道

府
県
（麻

薬
及

び
向

精
神

薬
取

締
法
）

─
─

─

都
道

府
県

・
市

町
村

及
び

特
別

区
（母

子
保

健
法
）

5
,6
2
8

5
,6
2
8

─

都
道

府
県

・
市

町
村

及
び

特
別

区
（障

害
者

総
合

支
援

法
：

療
養

介
護

医
療
）

3
,2
8
2

3
,2
8
2

─

都
道

府
県

・
市

町
村

及
び

特
別

区
（残

留
邦

人
支

援
法
）

1
6
,7
4
3

1
6
,6
1
2

1
3
1

市
町

村
及

び
特

別
区
（老

人
保

健
法
）

─
─

─

都
道

府
県

・
市

及
び

特
別

区
（感

染
症

法
）

0
0

─

地
方

厚
生

局
（医

療
観

察
法
）

1
,9
5
7

1
,9
5
7

─

都
道

府
県
（肝

炎
治

療
特

別
促

進
事

業
）

2
3
,6
7
4

2
3
,5
2
2

1
5
2

政
府
（老

人
被

爆
）

─
─

─

都
道

府
県
（特

定
疾

患
等
）

3
2
,0
8
9

3
2
,0
7
3

1
5

都
道

府
県

及
び

市
（小

児
慢

性
）

8
4
,4
9
6

8
4
,4
1
7

7
8

都
道

府
県

・
市

及
び

特
別

区
（措

置
等

医
療
）

4
2
,8
6
7

4
2
,6
5
6

2
1
1

都
道

府
県
（難

病
の

患
者

に
対

す
る

医
療

等
に

関
す

る
法

律
）

3
5
4
,6
6
1

3
5
4
,6
6
1

─

社
会

保
険

診
療

報
酬

支
払

基
金

（特
定

Ｂ
型

肝
炎

ウ
イ

ル
ス

感
染

者
給

付
金

等
の

支
給

に
関

す
る

特
別

措
置

法
）

3
3
9

3
3
9

─

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構
（石

綿
に

よ
る

健
康

被
害

の
救

済
に

関
す

る
法

律
）

2
8
2

2
8
2

─

都
道

府
県

・
市

町
村

及
び

特
別

区
（児

童
福

祉
法
：

肢
体

不
自

由
児

通
所

及
び

障
害

児
入

所
医

療
）

4
,4
9
6

4
,4
9
6

─

都
道

府
県

及
び

市
町

村
（自

治
体

医
療
）

6
,8
1
0
,1
9
5

6
,7
4
0
,4
7
6

6
9
,7
1
9

合
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
計

7
7
,7
9
9
,7
3
6

7
7
,6
8
4
,1
6
8

1
1
5
,5
6
7

（
注
）
　
「
収
入
額
」
は
本
年
度
中
に
請
求
し
収
入
し
た
額
で
あ
る
。
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6　事業費収支状況

収　　　入 11,906,891,608 千円

支　　　払 11,672,830,324 千円

差　　　引 234,061,284 千円
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収
　
　
　
　
　
　
入

科
　
　
　
　
　
　
目

請
　
求
　
額

収
　
入
　
額

収
入
未
済
額

備
　
　
　
考

千
円

千
円

千
円

千
円

１
．
委

託
金

及
び

診
療

報
酬

収
入
　
　

1
1
,8
8
7
,7
7
8
,2
8
0

1
1
,6
7
4
,5
4
1
,1
8
5

2
1
3
,2
3
7
,0
9
4

2
0
1
,0
8
4
,7
8
7

　
１
．
委

託
金

収
入
　

6
1
1
,7
2
3

6
1
1
,7
2
3

─
─

　
　
１
．
共

済
組

合
委

託
金

収
入

1
6
6
,9
2
7

1
6
6
,9
2
7

─
─

　
　
２
．
健

保
組

合
委

託
金

収
入

4
4
4
,7
9
6

4
4
4
,7
9
6

─
─

　
２
．
診

療
報

酬
収

入
　

1
1
,8
8
7
,1
6
6
,5
5
7

1
1
,6
7
3
,9
2
9
,4
6
2

2
1
3
,2
3
7
,0
9
4

2
0
1
,0
8
4
,7
8
7

　
　
１
．
協

会
け

ん
ぽ

診
療

報
酬

収
入

4
,9
9
3
,2
0
3
,1
5
6

4
,7
8
1
,2
4
2
,1
5
6

2
1
1
,9
6
1
,0
0
0

1
9
8
,8
7
3
,0
0
0

　
　
２
．
船

員
保

険
診

療
報

酬
収

入
1
9
,4
2
9
,3
8
5

1
8
,6
3
8
,3
8
5

7
9
1
,0
0
0

8
0
4
,0
0
0

　
　
３
．
共

済
組

合
診

療
報

酬
収

入
1
,0
0
3
,2
5
4
,6
1
4

1
,0
0
3
,2
5
4
,6
1
4

─
1
0
,8
0
7

　
　
４
．
健

保
組

合
診

療
報

酬
収

入
3
,2
8
8
,2
4
4
,3
8
3

3
,2
8
7
,9
5
5
,3
2
3

2
8
9
,0
6
0

1
,0
4
2
,7
0
6

　
　
５
．
自

衛
官

等
診

療
報

酬
収

入
1
1
,2
7
5
,0
4
7

1
1
,2
7
5
,0
4
7

─
─

　
　
６
．
感

染
症

結
核

診
療

報
酬

収
入

2
,6
3
0
,3
5
3

2
,6
3
0
,3
5
3

0
3
,4
2
7

　
　
７
．
生

活
保

護
診

療
報

酬
収

入
1
,7
5
5
,1
0
5
,0
5
1

1
,7
5
4
,9
2
7
,6
9
9

1
7
7
,3
5
1

3
1
7
,9
9
3

　
　
８
．
戦

傷
病

者
診

療
報

酬
収

入
1
2
,7
3
2

1
2
,7
3
2

─
─

　
　
９
．

自
立
支
援
更
生
医
療
診
療
報
酬
収
入

1
5
3
,1
1
1
,6
4
6

1
5
3
,1
0
2
,3
5
0

9
,2
9
5

1
0
,9
1
6

　
　
1
0
．

自
立
支
援
育
成
医
療
診
療
報
酬
収
入

2
,4
4
8
,8
7
1

2
,4
4
8
,6
0
2

2
6
9

2
,9
0
5

　
　
1
1
．

児
童
福
祉
療
育
給
付
診
療
報
酬
収
入

5
5
5

5
5
5

─
─

　
　
1
2
．
原

爆
医

療
診

療
報

酬
収

入
6
,6
9
5
,4
7
7

6
,6
9
5
,4
7
7

─
─

　
　
1
3
．
精

神
保

健
診

療
報

酬
収

入
5
,0
4
5
,2
1
2

5
,0
4
5
,2
1
2

─
─

　
　
1
4
．

自
立
支
援
精
神
通
院
医
療
診
療
報
酬
収
入

1
7
8
,2
8
2
,5
8
8

1
7
8
,2
8
2
,5
8
8

─
─

　
　
1
5
．
麻

薬
取

締
診

療
報

酬
収

入
─

─
─

─
　
　
1
6
．
母

子
保

健
診

療
報

酬
収

入
6
,4
4
3
,8
4
4

6
,4
4
1
,2
5
4

2
,5
9
0

1
5
,0
3
9

　
　
1
7
．

自
立
支
援
療
養
介
護
医
療
診
療
報
酬
収
入

3
,6
2
5
,0
8
9

3
,6
2
4
,0
6
5

1
,0
2
3

3
,1
5
1

　
　
1
8
．
中

国
残

留
診

療
報

酬
収

入
6
,2
4
8
,1
4
5

6
,2
4
8
,1
4
4

0
2
9

　
　
1
9
．
老

人
保

健
診

療
報

酬
収

入
△
 
2
,6
3
0

△
 
2
,6
3
0

─
─

　
　
2
0
．
感

染
症

診
療

報
酬

収
入

8
0

8
0

─
─

　
　
2
1
．
医

療
観

察
診

療
報

酬
収

入
1
6
,2
6
8
,3
8
6

1
6
,2
6
8
,3
8
6

─
─

　
　
2
2
．
肝

炎
診

療
報

酬
収

入
9
,6
8
9
,6
2
0

9
,6
8
9
,6
2
0

─
─

　
　
2
3
．
特

例
高

齢
者

診
療

報
酬

収
入

1
9
,5
0
5
,1
9
9

1
9
,5
0
5
,1
9
9

─
─

　
　
2
4
．
老

人
被

爆
診

療
報

酬
収

入
─

─
─

─
　
　
2
5
．
特

定
疾

患
等

診
療

報
酬

収
入

2
,3
5
6
,8
6
5

2
,3
5
2
,0
2
1

4
,8
4
3

9
8

　
　
2
6
．
小

児
慢

性
診

療
報

酬
収

入
2
2
,3
0
9
,6
1
7

2
2
,3
0
9
,6
1
7

─
─

　
　
2
7
．
措

置
等

医
療

診
療

報
酬

収
入

8
,9
3
5
,6
4
8

8
,9
3
5
,6
4
8

─
─

　
　
2
8
．
難

病
医

療
診

療
報

酬
収

入
5
7
,9
4
0
,2
3
6

5
7
,9
4
0
,2
3
6

─
─

　
　
2
9
．
特

定
Ｂ

型
肝

炎
診

療
報

酬
収

入
1
8
,8
3
9

1
8
,8
3
9

─
─

　
　
3
0
．
石

綿
救

済
診

療
報

酬
収

入
1
2
0
,7
6
8

1
2
0
,7
6
8

─
─

　
　
3
1
．

児
童

福
祉

障
害

児
入

所
医

療
等

診
療

報
酬

収
入

3
,4
4
4
,4
4
4

3
,4
4
4
,4
4
4

─
3

　
　
3
2
．
自

治
体

医
療

診
療

報
酬

収
入

1
7
5
,7
5
2
,2
4
3

1
7
5
,7
5
1
,5
8
2

6
6
0

7
0
7

　
　
3
3
．
出

産
育

児
一

時
金

等
収

入
1
3
5
,7
7
1
,0
8
0

1
3
5
,7
7
1
,0
8
0

─
─

２
．
前

年
度

繰
越

金
　
　

2
2
2
,4
7
5
,0
9
6

2
2
0
,4
8
4
,0
2
3

1
,9
9
1
,0
7
2

─
　
１
．
委

託
金

繰
越

金
　

5
2
,4
4
6
,5
6
2

5
2
,4
4
6
,5
6
2

─
─

　
　
１
．
共

済
組

合
委

託
金

繰
越

金
1
2
,5
1
2
,4
1
8

1
2
,5
1
2
,4
1
8

─
─

　
　
２
．
健

保
組

合
委

託
金

繰
越

金
3
9
,9
3
4
,1
4
4

3
9
,9
3
4
,1
4
4

─
─

　
２
．
診

療
報

酬
繰

越
金
　

1
7
0
,0
2
8
,5
3
4

1
6
8
,0
3
7
,4
6
1

1
,9
9
1
,0
7
2

─
３
．
事

務
費

補
填

受
入

金
　
　

─
─

─
─

　
１
．
事

務
費

か
ら

の
補

填
受

入
金
　

─
─

─
─

計
1
2
,1
1
0
,2
5
3
,3
7
6

1
1
,8
9
5
,0
2
5
,2
0
9

2
1
5
,2
2
8
,1
6
7

2
0
1
,0
8
4
,7
8
7

仮
　
　
受
　
　
金

─
1
1
,8
6
6
,3
9
9

─
─

　
１
．
一

般
仮

受
金
　

─
1
1
6
,7
2
1

─
─

　
２
．
源

泉
徴

収
税

額
　

─
1
1
,7
4
9
,6
7
8

─
─

収
　
　
入
　
　
合
　
　
計

─
1
1
,9
0
6
,8
9
1
,6
0
8

─
─

（
注
）
１
．
委
託
金
及
び
診
療
報
酬
収
入
は
、
「
４
管
掌
別
診
療
報
酬
収
入
状
況
」
と
同
じ
で
あ
る
。

　
　
 
２
．
委
託
金
及
び
診
療
報
酬
収
入
の
請
求
額
に
は
、
前
年
度
収
入
未
済
額
が
含
ま
れ
て
い
る
。
な
お
、
当
該
額
は
備
考
欄
に
付
記
し
た
額
で
あ
る
。

　
　
 
３
．
源
泉
徴
収
税
額
は
、
所
得
税
源
泉
徴
収
額
の
う
ち
未
納
付
額
で
あ
る
。
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支
　
　
　
　
　
　
払

科
　
　
　
　
　
　
　
目

支
払
確
定
額

支
　
払
　
額

支
払
未
済
額

備
　
　
　
考

千
円

千
円

千
円

千
円

１
．
診

療
報

酬
支

払
　

1
1
,6
7
2
,9
9
1
,0
9
2

1
1
,6
7
2
,8
3
0
,3
2
4

1
6
0
,7
6
8

2
3
5
,2
9
3

　
１
．
協

会
け

ん
ぽ

診
療

報
酬

支
払

4
,7
8
1
,3
2
3
,7
1
5

4
,7
8
1
,2
5
3
,5
0
1

7
0
,2
1
4

7
7
,0
6
0

　
２
．
船

員
保

険
診

療
報

酬
支

払
1
8
,6
3
8
,8
7
7

1
8
,6
3
8
,8
5
6

2
1

5
4
1

　
３
．
共

済
組

合
診

療
報

酬
支

払
1
,0
0
3
,2
4
2
,7
7
9

1
,0
0
3
,2
2
9
,0
0
1

1
3
,7
7
7

9
,5
6
4

　
４
．
健

保
組

合
診

療
報

酬
支

払
3
,2
8
7
,2
4
8
,9
7
7

3
,2
8
7
,2
1
4
,3
5
6

3
4
,6
2
1

4
2
,3
3
0

　
５
．
自

衛
官

等
診

療
報

酬
支

払
1
1
,2
6
9
,1
0
0

1
1
,2
6
9
,0
8
1

1
8

1
8
2

　
６
．
感

染
症

結
核

診
療

報
酬

支
払

2
,6
2
3
,2
0
0

2
,6
2
2
,9
4
0

2
6
0

7

　
７
．
生

活
保

護
診

療
報

酬
支

払
1
,7
5
6
,9
9
3
,1
3
8

1
,7
5
6
,9
8
5
,2
7
4

7
,8
6
3

5
1
,9
9
2

　
８
．
戦

傷
病

者
診

療
報

酬
支

払
1
2
,7
3
2

1
2
,6
2
9

1
0
3

─

　
９
．

自
立

支
援

更
生

医
療

診
療

報
酬

支
払

1
5
3
,0
9
0
,6
5
8

1
5
3
,0
9
0
,8
3
7

△
 
1
7
8

1
0
,2
1
6

　
1
0
．

自
立

支
援

育
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医
療

診
療

報
酬

支
払

2
,4
4
1
,5
9
5

2
,4
4
1
,5
9
4

0
7

　
1
1
．

児
童

福
祉

療
育

給
付

診
療

報
酬

支
払

1
,8
1
7

1
,8
1
7

─
─
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．
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爆
医
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診

療
報

酬
支

払
6
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5
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7
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6
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5
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△
 
4
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3
．
精
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健
診

療
報

酬
支

払
5
,0
5
0
,3
3
4

5
,0
5
0
,3
3
4

─
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1
4
．

自
立

支
援

精
神

通
院

医
療

診
療

報
酬

支
払

1
7
7
,8
4
9
,2
6
7

1
7
7
,8
4
6
,0
2
4

3
,2
4
2

3
7
,3
5
3

　
1
5
．
麻

薬
取

締
診

療
報

酬
支

払
─

─
─

─

　
1
6
．
母

子
保

健
診

療
報

酬
支

払
6
,4
4
5
,8
5
3

6
,4
4
5
,8
5
3

─
─

　
1
7
．
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支
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療
養

介
護
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療

診
療

報
酬

支
払

3
,6
1
5
,8
7
8

3
,6
1
5
,8
7
8

─
─

　
1
8
．
中

国
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留
診

療
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酬
支

払
6
,2
6
7
,4
2
3

6
,2
6
7
,3
2
8
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5

1
4
3

　
1
9
．
老

人
保
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診

療
報

酬
支

払
△
 
4
,7
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2

△
 
4
,9
4
4

1
6
1

1
4
6
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．
感
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症

診
療

報
酬
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払
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0
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0

─
─
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1
．
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報
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払
1
6
,2
6
8
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3
9

1
6
,2
6
8
,5
3
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─
─

　
2
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．
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酬
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払
9
,3
3
9
,6
7
8

9
,3
3
9
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7
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─
1
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9
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9
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1
0

4
3
8

　
2
4
．
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人
被
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払
△
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2

△
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2

─
─

　
2
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．
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定
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診
療

報
酬
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払

2
,5
8
2
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2
9

2
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4
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2
6
．
小
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酬
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2
2
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6
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4
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2
2
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2
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2
7
．
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置
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医
療

診
療

報
酬

支
払

8
,9
1
8
,6
6
3

8
,9
0
8
,7
5
6

9
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0
6

1
0
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2
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．
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6
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7
7
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6
,6
7
7
,3
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．
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定
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─
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．
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酬
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払
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8
1

1
2
0
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─

　
3
1
．
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童
福
祉
障
害
児
入
所
医
療
等
診
療
報
酬
支
払

3
,4
3
7
,0
7
3

3
,4
3
7
,0
7
3

─
─

　
3
2
．
自

治
体

医
療

診
療

報
酬

支
払

1
7
5
,3
8
2
,6
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0

1
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5
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9
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3
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1
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育
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5
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2
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0

1
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5
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1
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0

２
．
事

務
費
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填

受
入

金
払

出
　

─
─

─
─

　
１
．
事

務
費

か
ら

の
補

填
受

入
金

払
出

─
─

─
─

支
　
　
払
　
　
合
　
　
計

1
1
,6
7
2
,9
9
1
,0
9
2

1
1
,6
7
2
,8
3
0
,3
2
4

1
6
0
,7
6
8

2
3
5
,2
9
3

（
注
）
１
．
診
療
報
酬
支
払
は
、
「
３
管
掌
別
診
療
報
酬
支
払
状
況
」
と
同
じ
で
あ
る
。

　
　
 
２
．
診
療
報
酬
支
払
の
支
払
確
定
額
に
は
、
前
年
度
支
払
未
済
額
が
含
ま
れ
て
い
る
。
な
お
、
当
該
額
は
備
考
欄
に
付
記
し
た
額
で
あ
る
。
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７　平成 27事業年度における事業の実施状況

　第１　平成 27事業年度における事業の概況

　�　社会保険診療報酬支払基金（以下「支払基金」という。）は、ＩＴを最大限に活用し、社
会の要請にこたえる良質なサービスを提供するとともに、民間法人としてコスト意識を
もって効率的に事業を運営するなど、支払基金の「基本理念」を実現しなければならない。

　�　これを踏まえ、「支払基金サービス向上計画（平成 23〜 27 年度）―より良いサービス
をより安く―」（平成 23年 1月 13 日）の達成に向けて最終年度の取組みを行った。

　第２　良質なサービスの提供

　１�　審査の充実
　　⑴�　審査の充実のための方策
　　　ア�　コンピュータチェックの充実
　　　　ア�　チェックマスターを活用したコンピュータチェック
　　　　　�　平成 28年 3月審査分において、傷病名と医薬品の適応の適否を点検する医薬

品として 10,982 品目、医薬品の用量の適否について 23,848 品目、傷病名と医薬
品の禁忌等の適否について 968 品目、傷病名と診療行為の適応の適否について
863 項目及び歯式、傷病名と診療行為の適応の適否について 187 項目を対象に実
施した。

　　　　　�　また、請求実態を踏まえて、医薬品の用量チェックの設定値を見直し、精緻化
を図った。

　　　　イ�　医科及び歯科電子点数表を活用したコンピュータチェック
　　　　　�　平成 28年 3月審査分において、電子点数表を活用した算定ルールに対する適

合性を点検するコンピュータチェックについて、医科 615,722 件、歯科 312,104
件を対象に実施した。

　　　　ウ�　点検条件の設定によるコンピュータチェック
　　　　　�　平成 28年 3月審査分において、他のコンピュータチェックでは対応できない

チェック項目の組合せなどの条件設定によるコンピュータチェックについて、
115,553 項目を対象に実施した。

　　　　　�　また、既存事例の効果を検証し、登録事例及び登録条件の見直しを随時行い、
点検条件の精緻化を図った。
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　　　　エ�　未コード化傷病名変換の適正化
　　　　　�　未コード化傷病名で請求があった場合に、傷病名が適正な傷病名に変換される

よう、平成 27年 12 月に傷病名変換プログラムの改修を行い、傷病名を条件とし
たコンピュータチェックの精緻化を図った。

　　　イ�　突合点検及び縦覧点検
　　　　ア�　審査実績を把握の上、分析、検証を行い、これまでコンピュータチェックを実

施していた項目については、必要に応じ、より効果的なチェックとなるよう設定
条件等を見直し、未実施の項目については、追加の登録を行い実績の向上を図っ
た。

　　　　イ�　突合点検に対しても支部点検条件の設定によるコンピュータチェックを可能と
する機能の改修を実施した。これにより、医薬品の院外投与分について支部の請
求・再審査状況等に応じた支部点検条件の設定を可能とし、更なる突合点検の充
実を図った。

　　　ウ�　職員の審査事務能力の向上
　　　　�　審査事務に関するリーダー等の育成を目的とした研修の実施、また、より高度な

審査事務の着眼点の習得などを図るための方策を実施した。
　　　　ア�　審査実務研修
　　　　　ａ�　審査事務エキスパートI研修、審査事務エキスパートⅡ研修、DPCⅠ研修、

DPCⅡ研修、審査事務歯科エキスパート研修、審査事務歯科初級研修及び審査
事務フォローアップ研修を実施した。

　　　　　ｂ�　各支部における審査実務研修（支部研修）
　　　　　　�　審査事務充実グループ等と研修受講者が中心となり、診療科の特性に応じた

効果的な研修を実施した。
　　　　イ�　理解度の把握
　　　　　�　職員個々の得意・不得意分野を把握することにより、その能力に応じたフォロー

アップを実施するため、審査事務の着眼点に関する全国一斉「理解度の把握」を
平成 27年 6月に「その他診療科」、同年 11月に「内科系」及び「外科系」、平成
28年 3月に「その他診療科」、「DPC」及び「歯科」について実施した。

　　　　　�　また、中央研修後に実施する支部研修においても同様に「理解度の把握」を実
施した。

　　　　ウ�　他支部による 2次点検
　　　　　�　職員の審査事務に関する医学的知識は、審査委員から得られるものが大きな要

因のひとつであることから、より専門的な診療科の審査委員を委嘱しているブ
ロック中核 11支部職員の審査事務のノウハウをブロック内支部職員と共有化を
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図った。
　　　　　�　他支部による 2次点検の実施に当たっては、依頼する診療科を選定した上で、

特定の診療科に集中することがないよう支部間で協議し、効果的に実施した。ま
た、実施効果の把握・検証を行い、審査事務に関する情報共有の充実を図るとと
もに、効果的な実施方法などについて検討した。

　　　　エ�　本部からの審査事務の指導・支援
　　　　　ａ�　支部指導
　　　　　　�　審査実績の分析・検証を行い、審査充実の取組みや審査実績が不十分な支部

に対して、問題点や課題を明確にした上で、当該支部長と十分協議を行い、前
期に集中して実施した。

　　　　　ｂ�　支部支援
　　　　　　�　審査充実のための取組み、レセプト点検、点検条件の設定、審査事務に関す

る着眼点の強化など、支部からの要請に基づき実施した。
　　　　オ�　ネットワークによる連携
　　　　　�　本部「審査事務支援グループ」・支部「審査事務充実グループ」を中心としたネッ

トワークを活用し、全国の職員が同じ視点で審査事務を実施できるよう、審査事
務に関する情報の共有化を図った。

　　　　カ�　審査委員会への体制整備
　　　　　�　審査委員との連携強化を図るため、審査委員会会期中の時間外又は休日におい

ても、引き続き職員が審査委員を補助する体制とした。
　　　エ�　審査事務期間の確保
　　　　�　平成 26年度において電子レセプトに係る審査終了後のシステム上の運用日程の

短縮を図ったところであり、平成 27年度においても当該日程を考慮した業務日程
を策定の上、審査前に実施する審査事務の期間について確保した。

　　⑵�　審査の充実に関する指標の動向
　　　ア�　医科電子レセプトの原審査査定点数に占めるコンピュータチェックの寄与割合
　　　　�　原審査査定点数に占めるコンピュータチェックの寄与割合について医科分の電子

レセプトに係る原審査査定点数のうち、コンピュータチェックを契機とするものの
割合は、平成 27年 3月審査分では 54.4％であったが、平成 28年 3月審査分では
56.0％と 1.6 ポイントの増となった。

　　　イ�　突合点検及び縦覧点検の査定件数及び査定点数
　　　　�　突合点検分については、原審査請求件数 1万件当たりの査定件数は、平成 27年

3月審査分では 15.5 件であったが、平成 28年 3月審査分では 17.0 件と 1.5 件の
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増となった。
　　　　�　また、原審査請求点数 1万点当たりの査定点数は、平成 27年 3月審査分では 2.7

点であったが、平成 28年 3月審査分では 3.1 点と 0.4 点の増となった。
　　　　�　縦覧点検分については、原審査請求件数 1万件当たりの査定件数は、平成 27年

3月審査分では 11.4 件であったが、平成 28年 3月審査分では 12.3 件と 0.9 件の
増となった。

　　　　�　また、原審査請求点数 1万点当たりの査定点数は、平成 27年 3月審査分では 2.0
点であったが、平成 28年 3月審査分では 1.9 点と 0.1 点の減となった。

　　　ウ�　保険者の再審査請求件数
　　　　�　原審査請求件数 1万件当たりの保険者の再審査請求件数については、平成 27年

3月審査分では 109.2 件であったが、平成 28年 3月審査分では 112.9 件と 3.7 件
の増となった。

　　　エ�　再審査査定割合
　　　　�　全査定点数に占める突合点検・縦覧点検を含めた再審査査定点数の割合は、平成

27 年 3月審査分では 17.7％であったが、平成 28 年 3月審査分では 16.9％と 0.8
ポイントの減となった。

　　　オ�　DPCレセプトの審査実績
　　　　�　原審査請求件数 1万件当たりの審査返戻件数は平成 27年 3月審査分では 157.8

件であったが、平成 28年 3月審査分では 164.8 件と 7.0 件の増となった。
　　　　�　また、原審査請求点数 1万点当たりの審査返戻点数は平成 27年 3月審査分では

304.2 点であったが、平成 28年 3月審査分では 342.3 点と 38.1 点の増となった。
　　　　�　そのうち、平成 28年 3月審査分のコーディングに係る審査返戻件数は 22.7 件、

審査返戻点数は 34.8 点であった。

　２�　審査の不合理な差異の解消
　　⑴�　審査に関する検討体制の強化
　　　�　平成 27 年 3月に「審査充実全体会議」を設置し、平成 27 年度においては 5回開

催し、審査に関する不合理な差異の解消及び審査の充実を図った。
　　　ア�　差異に係る事例を収集するための 4つの分野に着目した小委員会を設置し、それ

ぞれに「検討を要する事例」を選定した。
　　　イ�　差異について「算定ルールに関する事例」と「医学的判断を要する事例」に分類

し、迅速に検討・協議した上で「一定の見解」16事例を取りまとめ、平成 28年 3
月開催の審査委員長会議へ報告の上、了承された。

　　　　�　なお、取りまとめた 16事例の内訳は次のとおりである。
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　　　　　　・コンピュータチェックの事例について 2事例
　　　　　　・審査取決事項の事例について 8事例
　　　　　　・苦情等相談窓口の事例について 5事例
　　　　　　・審査結果分析の事例について 1事例

　　⑵�　「審査に関する支部間差異解消のための検討委員会」の取組み
　　　�　審査に関する支部間差異解消のための検討委員会の検討事例等の支部の登録状況

を、審査充実全体会議の提案を受けて中央検討委員会が検証し、「取扱いの収斂が可
能な事例」等の検討・協議を行う体制を整備するとともに、引き続き、地区検討委員
会から提案された事例について、中央検討委員会で検討した。

　　⑶�　審査委員会の機能強化
　　　�　審査の不合理な支部間差異解消に向けて、審査委員会の機能を強化するため、引き

続き、次の取組みを実施した。
　　　ア�　専門分野別専門医グループ（ワーキンググループ）により 2事例について見解

を取りまとめた。
　　　イ�　審査委員長等ブロック別会議を計 19回開催した。
　　　ウ�　審査委員会間の審査照会（コンサルティング）において、医科 15事例について

実施した。
　　　エ�　審査委員と職員との連携強化等を目的に医療顧問の全国配置を目指し、平成 28

年 3月現在、46支部で 128 名を配置した。

　　⑷�　審査の透明性の向上
　　　�　審査における一般的な取扱いについて広く関係者に情報提供を行い、審査の透明性

を高めることを目的に、審査情報提供委員会及び審査情報提供歯科検討委員会で検討・
協議し、医科で 4事例、歯科で 8事例の情報を提供した。

　　⑸�　審査の差異に関する分析評価
　　　ア�　審査に関する不合理な差異解消のため、引き続き、支部別のコンピュータチェッ

クに係るデータを活用して審査の差異に関する分析評価を実施した。
　　　イ�　審査取決事項システムに蓄積した全国の審査取決事項等を様々な視点で集約、分

析し、その結果等について審査委員長等ブロック別会議などにおいての検討・協議
などで活用し、審査の差異の解消に向け審査委員間、支部間の情報の共有化を図っ
た。
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　３�　審査における PDCAサイクルの確立
　　�　コンピュータチェック又は職員が審査事務で貼付した疑義付せんと審査委員の審査結
果について、分析・検証した。

　　�　これら分析・検証した結果を職員個々の審査事務能力に応じた指導や審査事務に係る
研修等にいかすとともに、コンピュータチェックの点検条件へ的確に反映した。

　４�　事務処理誤りの防止対策
　　⑴�　業務の見える化に関する対応
　　　�　事務処理マニュアルについて、業務処理の適切な運営と事務処理誤りの未然防止を

図るため、支部における業務の実情及び事務処理誤りの発生状況等を踏まえ、平成 27
年 7月に改善・見直しを実施した。

　　⑵�　情報の共有に関する対応
　　　�　支部からの事務処理誤りやヒヤリ・ハットに係る報告事例を集約・分析し、その防

止策を検討した上で、事故防止の観点から重要度の高い事例を選定し、全支部に情報
を提供した。

　　⑶�　職員の意識・資質及び育成に関する対応
　　　�　基金職員としての倫理の徹底、事務処理誤りの防止及び危機管理能力の向上等に係

る研修の充実・強化を図り、職員の意識の啓発と資質の向上に取り組んだ。

　５�　保険者及び医療機関に対するサービスの向上
　　⑴�　原審査の段階における被保険者資格の点検
　　　�　オンラインによる請求前資格確認を実施することによって、資格関係誤りレセプト

に係る再審査請求が減少し、事務負担の軽減が図られるなど、医療機関及び保険者に
おけるメリットが大きいと考えられることから、保険者への訪問懇談、保険者との打
合せ会及び支払基金ホームページ・広報誌を活用して、普及促進を図った。

　　　�　その結果、新たに57保険者が、オンラインによる請求前資格確認の利用を開始した。
　　　�　平成 28 年 3月審査分において、この仕組みの利用の申込みを行った保険者数は、

全国健康保険協会のほか、587 健保組合、248 共済組合であり、その結果、医療機関に
返戻したレセプトは、合計で 128,674 件（対前年度同月比 24,591 件の増）となった。

　　⑵�　支払基金メールマガジンによる情報配信
　　　�　支払基金メールマガジンを配信し、保険者、医療機関及び関係団体に対し、オンラ
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インでのレセプトデータの送受信に関する日程や、コンピュータシステムの障害に関
する状況等の情報を提供した。

　　　�　なお、支払基金メールマガジン登録者の拡大に努め、平成 28年 3月末現在 26,855
機関（対前年同月末比 1,256 機関の増）の登録となった。

　６�　診療報酬データの提供
　　⑴�　診療報酬データの提供については、法令に基づく場合のほか、支払基金設置の趣旨

を逸脱しない範囲で、関係者の様々なニーズを踏まえ、個人情報の取扱いに十分留意
した上で、次のとおり、提供した。

　　　・国・地方公共団体への提供　29件
　　　・保険者団体等への提供　　　80件
　　　・診療関係団体への提供　　　 1件

　　⑵�　これまで診療報酬データの提供に当たっては、作業量に応じて有償・無償の取扱い
をしていたが、これを改め平成 27年 12 月以降の提供については、これに係る実費相
当額を徴収することと整理した。

　７�　レセプト電子データ提供事業の実施
　　⑴�　保険者のニーズにこたえるため、引き続き、レセプト電子データ提供事業を実施し

た。
　　　�　また、公費負担医療の実施機関に対しても、引き続き、オンライン又は電子媒体で

の電子レセプトの受取りを前提として、レセプト電子データ提供事業により画像・テ
キストデータを提供した。

　　　�　なお、平成 28年 3月のレセプト電子データ提供は、全国健康保険協会と健保組合
で 1,406 組合約 23,968 千件（対前年度比 4組合、2,216 千件の減）、共済組合は 85
組合（1,072 窓口）約 3,914 千件（対前年度比 6組合、582 千件の減）、公費実施機
関と自衛官等療養実施機関で 2,392 機関約 4,463 千件（対前年度比 66 機関、93 千
件の増）となった。

　　⑵�　レセプト電子データ提供事業の利用料について、平成 28年度から紙レセプトの画
像化を審査支払業務で実施することに併せ、これまでの処理コストの精査を行い、平
成 28年度以降の利用料体系を見直した。
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　８�　地方単独医療費助成事業に係る審査支払業務の受託の拡大
　　�　平成 27 年度は、15 都道府県において 204 市区町村の地方単独医療費助成事業を新
規受託した。

　　�　平成 27年度の受託件数は、約 8,954 万件（対前年度比 9.0％の増）となった。
　　�　なお、本部から神奈川、福井及び福岡県を訪問し、関係方面への働きかけを行った。
平成 28 年 3月現在において支払基金に審査支払業務を委託している都道府県の数は、
32都道府県となった。

　９�　出産育児一時金に係る正常分娩の受託に向けた対応
　　�　平成 29年度からの出産育児一時金の直接支払制度における被用者保険に係る正常分
娩分の受託に向けて、被用者保険に係る保険者団体及び診療関係団体並びに国保中央会
へ説明した。

　第３　効率的な事業運営

　１�　効率的な事業運営のための基盤の整備

　　⑴�　審査事務及び請求支払に係る業務フローの見直し
　　　ア�　職員の審査事務に係る支部間の支援体制の確立
　　　　�　第 2―1―⑴―ウ―ウ他支部による 2次点検及びエ本部からの審査事務の指導・

支援　参照
　　　イ�　紙レセプトの請求支払
　　　　�　紙レセプトの減少を踏まえ、効率的な業務フローとするため、平成 28年 4月処

理から紙レセプトを画像化して請求支払業務を実施することとして、これまでのブ
ロック中核 11支部から特定 5支部へ更に集約して処理する方式への移行準備を進
めた。

　　　ウ�　医療機関からのレセプト請求の電子化に向けた取組み
　　　　�　電子化の猶予が平成 27年 3月までであったことから、平成 27年度においては、

個別事情により電子レセプト請求の猶予措置を受けている医療機関等に対して、電
子化に向けた移行スケジュールを管理し、個別事情が解消する時期を踏まえ、移行
状況を確認した。

　　　　�　また、免除措置により残存する紙レセプトの請求状況を管理し、その状況を支払
基金ホームページで公表した。

　　　　�　なお、医療機関等からのレセプト請求の電子化は、平成 28年 3月の請求件数の
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うち、98.0％が電子レセプトによる請求となった。
　　　エ�　公費負担医療の実施機関によるオンライン又は電子媒体での電子レセプト又は連

名簿の受取りの促進
　　　　�　厚生労働省の公費負担医療主管部局に対して、公費負担医療の実施機関がオンラ

イン又は電子媒体での受取りへ早期に移行するよう引き続き働きかけた。
　　　　�　なお、オンライン又は電子媒体での電子レセプト又は連名簿を受け取る公費負担

医療の実施機関は、平成 28年 3月提供分で、3,130 実施機関となった。
　　　オ�　保険者からの再審査等の申出の電子化に向けた取組み
　　　　�　オンラインで電子レセプトを受け取る保険者から審査支払機関への再審査等の申

出は、紙媒体に出力したレセプトによらずにオンラインによる取扱いとするよう、
平成 28年 2月に厚生労働省保険局長あて引き続き要望した。

　　　　�　支払基金としても、積極的に保険者への個別訪問懇談等を通じてオンラインによ
る再審査等請求の促進の働きかけを、平成 27年度においては計 195 組合に対して
実施した。

　　　　�　なお、平成 28年 3月において、オンラインによる再審査等の申出保険者数は、全
国健康保険協会のほか、90健保組合、665 共済組合、322 公費実施機関であり、オ
ンラインによる再審査等受付件数は約 72万件（63.6％）となった。

　　⑵�　診療報酬等の収納と迅速・適正な支払
　　　�　本部一元化後の資金管理業務として、本・支部一体となり、診療報酬等の収納に努め、

支払日どおり迅速・適正な支払を実施した。
　　　ア�　診療報酬等の請求は、毎月 10日までに行い、契約書に示した納入期日までに納

入されない保険者等に対しては、本部において迅速に収納督促を実施するとともに、
本・支部が連携し、翌月以降、確実に納入されるよう事前連絡等により周知した。

　　　イ�　医療機関等が廃止、破産又は解散した後において再審査等の処理により過払金が
発生した場合は、速やかに戻入手続をとるなど迅速・適切な事務処理に努めた。

　　　ウ�　債権譲渡、債権差押等に係る事務処理については、毎月、平均で医療機関等数は
約 6,700 機関、通知書数は約 5,600 件が対象となり、当該通知書の内容及び支払先
等について、管理者による再確認を確実に行い、適正に処理した。

　　　エ�　平成 27 年度委託金の収納処理については、納入期日である 4月 30 日において
健康保険組合の 2保険者が未納となったが、その後、5月 1日及び 8日に納入され
完了した。

　　　　�　また、返還処理については、4月 28 日に完了した。
　　　　�　なお、平成 27年度における委託金額は、約 531 億円であった。
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　　⑶�　医療事務電算システムの機器更新
　　　�　機器の老朽化対応及びウイルス対策ソフトのメーカーサポート終了に伴うセキュリ

ティリスクへの対応として、平成 28年 1月にクライアント（PC）の機器更新を実施
した。

　　⑷�　機器更新及びシステム効率化への対応等
　　　�　平成 32年度に更新時期を迎えるシステムの機器更新に併せ、システムの効率化等

を図るための対応（「請求支払処理方式の見直し」、「業務プログラムの共通化」、「原
審査・再審査情報を一元的に管理するデータベースの構築」及び「突合点検処理方式
の見直し」）に係る要件定義を作成した。

　　⑸�　予算及び決算における PDCAサイクルの実施
　　　�　平成 26年度予算と平成 26年度決算との異同を分析し、その結果を平成 27年度予

算の執行及び平成 28年度予算の編成に的確に反映させた。

　２�　総コストの削減のための方策
　　⑴�　物品調達における更なる競争契約
　　　�　物品等の調達について、平成 25 年度から導入したオープンカウンタ方式により、

平成 27年度においては、8件の調達を実施した。

　　⑵�　総コストの削減に向けた業務の改善のための取組み
　　　�　引き続き、業務改善意識の高揚を図るとともに、本部・支部の現場における職員一

人ひとりの創意工夫をいかしたアイディアを引き出すため、個人又はグループ等から
本部に直接提案できる方式によりアイディアを求めた。

　　　�　平成 27年度は 121 事例の提案があり、支部職員を含む選考委員会、全職員を対象
としたWEB投票等を経て、5事例を表彰した。

　　⑶�　職員定員の削減
　　　�　平成 27年度については、業務の効率化を図ること等により 124 人の定員削減を実

施した。
　　　�　これにより、支払基金サービス向上計画に掲げた「平成 27年度までに一般会計の

職員定員を 624 人に削減し、4,310 人とする」という目標を達成した。
　　　�　なお、平成 27年度については、管理職ポスト等の削減（部長▲ 1、課長▲ 8、副長

▲ 3、係長▲ 18、班長▲ 33）を実施した。
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　　⑷�　給与水準の引下げ
　　　�　ラスパイレス指数については、支払基金サービス向上計画に掲げ、平成 27年度中

を目途に「おおむね 100」となるよう、取り組んでおり、平成 26年度実績値で同指
数は 100.7 となった。

　　⑸�　コンピュータシステム関連経費の縮減
　　　ア�　業務アプリケーションに係るシステム改修経費について、改修規模及び工数の妥

当性を精査した。
　　　イ�　システムの運用管理を委託している業者の業務内容を精査し、平成 27年度医療

事務電算システム運用経費に反映させた。
　　　ウ�　機器等の調達については、公平性・透明性の観点から一般競争入札により業者を

選定した。

　　⑹�　支払基金保有宿舎の整理合理化
　　　�　保有宿舎の整理合理化計画（平成 23 〜 27 年度）の対象物件（139 棟 434 戸及び

遊休不動産 16物件）については、最終年度である平成 27年度において、計画の 17
棟 59 戸を売却し、同計画を了した。

　３�　総コストの削減に向けた数値目標
　　�　一般会計の支出について平成 27年度予算では、平成 26年度予算（796.6 億円）と比
較して、▲ 5.2％（▲ 41.7 億円）となる 754.9 億円に削減した。その結果、消費税 5％
ベースで 734.9 億円 ※となり、サービス向上計画で掲げた「737.7 億円以下とする」と
いう目標を達成した。

　　�　なお、ピーク時の平成 13年度決算（876.6 億円）と比較して、▲ 16.2％（▲ 141.7
億円）となった。

　　　※�734.9 億円は「機器更新経費」、「システム刷新経費」、「レセプト電子データ提供経
費」、「大規模修繕経費」、「ＩＴ化推進経費積立預金への繰入れ経費」及び「施設及
び設備準備積立預金への繰入れ経費」を除いたものである。

　４�　手数料水準の引下げとコスト構造の見える化
　　⑴�　手数料水準の引下げ
　　　�　全レセプトの平均手数料について平成 27年度予算では、平成 26年度予算（80.60

円）と比較して▲ 3.7％（▲ 3.0 円）に相当する 77.60 円に引き下げた。その結果、
消費税 5％ベースで 75.60 円となり、事実上、支払基金サービス向上計画で掲げた平
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均手数料を「80円以下とする」という目標を達成した。
　　　�　なお、平成 27年度予算での全レセプトの平均手数料は、ピーク時の平成 9年度決

算（107.88 円）と比較して▲ 28.1％（▲ 30.28 円）となった。

　　⑵�　コスト構造の見える化
　　　�　コスト構造の見える化を図るため、支払基金サービス向上計画に掲げた「平成 27

年度における手数料収入とコスト構造の見込み」と同様の手法に基づき、「平成 26
年度決算における手数料収入とコスト構造の関係（実績）」及び「平成 27 年度予算
における手数料収入とコスト構造の関係（見込み）」を作成しコスト構造の関係を明
らかにした。

　 第４　組織運営の改善充実

　１�　人材育成の推進
　　�　支払基金が定める人材育成基本方針にのっとり実施している人事評価制度について
は、試行実施の期間を経て、平成 27年 4月から全職員を対象とした。

　　�　中央研修については、階層別研修、技能研修のほか審査事務能力の向上を図るため実
務研修に重点を置いて実施した。

　　�　このほか、支部実践研修を始め、研修講義等を編集したDVDを支部へ提供するなど
支部職員の研修・自己啓発を支援した。

　２�　ＩＴガバナンスの確立
　　�　コンピュータシステムに関する業務の標準化及び開発見積りの精査等、ＩＴ利活用の
適正化に資することを目的として、次の施策を実施した。

　　⑴�　システム開発業務の標準化
　　⑵�　管理プロセスの改善
　　⑶�　ファンクションポイント法等を用いたシステム開発の見積り精査
　　⑷�　コンピュータシステム担当職員を対象として、システム開発に係る知識の向上を図

るための研修
　　⑸�　ＩＴのライフサイクルの維持管理を目的とした、ＩＴ関連プロジェクトの管理手法、

品質管理及びシステム見積技法などの調査研究

　３�　災害対応を始めとする危機管理
　　⑴�　非常災害時における事業継続体制の整備として、インターネット等を活用した役職
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員の安否確認の仕組みを確立するとともに、災害時備蓄品を確保した。
　　⑵�　首都圏における地震、津波、火災、爆発等の大規模災害の発生により、診療報酬を概

算請求及び概算支払した際に、電子レセプトに係る精算処理を完結するための開発を
行った。

　４�　コンプライアンスの徹底
　　�　「コンプライアンスの手引き」の活用、「情報セキュリティポリシー」の厳格な運用等
により、各職員へのコンプライアンスの更なる徹底を図った。

　５�　監査の実施
　　�　事業運営の透明性を確保するため、内部監査及び監事監査のほか、公認会計士監査を
実施した。

　　�　内部監査については、本部監査（経理部は毎年、その他の部署は 2年に 1回）及び
16支部に対して支部総合監査を実施した。

　　�　監事監査については、本部及び 6支部に対して実施した。
　　�　公認会計士による外部監査については、本部及び 5支部に対して実施した。

　６�　広報の強化・充実
　　⑴�　継続的な広報活動の展開
　　　�　支払基金の事業運営に対する関係者の信頼を確保するためには、事業を適正に運営

するほか、自らの事業内容や状況を分かりやすく説明することも重要であることから、
引き続き、保険者及び医療機関のほか、被保険者等に対して、医療保険制度を支える
支払基金の存在意義が理解されるよう、本部・支部が一体となって、支払基金の取組
みに関する広報を次のとおり実施した。

　　　ア�　記者会見の開催
　　　イ�　プレスリリースの実施
　　　ウ�　支払基金ホームページの更新・充実
　　　エ�　支払基金の事業運営に関する疑問への適切な対応
　　　オ�　毎月の支払基金広報誌（「月刊基金」）の発行
　　　カ�　支部における広報活動の実施
　　　　・毎月の支部広報誌の発行
　　　　・被保険者等に向けた広報活動
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　　⑵�　報道機関関係者との懇談会の開催
　　　�　支払基金の事業運営に対する報道機関関係者の理解を深めるとともに、意見を聴取

して今後の事業運営に反映するため、平成 27年度は、本部及び 13支部で懇談会を開
催した。

　　⑶�　フォーラムの開催
　　　�　医療保険制度を支える審査委員会の役割や審査の現状について国民に向けて発信し

ていくことを目的として、平成 27 年 7月に広島市において第 5回、平成 28 年 1月
に名古屋市において第 6回の「保険診療と審査を考えるフォーラム」を開催した。

　７�　関係者に対する説明力の強化
　　⑴�　関係者に対する審査結果の的確な説明
　　　ア�　支払基金から保険者又は医療機関に対しては、引き続き、再審査等結果通知書又

は増減点連絡書等により審査結果を連絡し、その結果に係る照会等については、十
分理解を得られるよう的確な説明に努めた。

　　　　�　平成 27年度は、保険者に対して訪問懇談等を 283 回、医療機関に対して面接懇
談等を 128 回、来所懇談等を 1,390 回、電話連絡を 27,239 回、文書連絡を
175,093 回実施した。

　　　イ�　これまで審査結果については査定等の事由又は理由をコード表記し連絡していた
が、原審査及び再審査の結果について十分な理解が得られるよう、具体的な審査結
果理由を文書により連絡する機能を平成 28年 2月に構築し、関係者に対する審査
結果の的確な説明に努めた。

　　⑵�　保険者又は医療機関からの相談等への対応
　　　�　保険者又は医療機関による審査に関する相談については、迅速かつ懇切丁寧に対応

するため、引き続き、各支部の再審査相談窓口、本部審査企画部の審査に関する苦情
等相談窓口により的確に対応した。

　　　�　また、保険者及び医療機関を始めとするお客様のご意見・相談・苦情等に対応する
ためフリーダイヤルによる「お客様の声」受付窓口を本部経営企画部広報室に設置し
て対応した。

　　　�　「お客様の声」受付窓口の設置は支払基金ホームページ等でお知らせしており、平
成 27年度中に寄せられたお客様の声は、468 件であった。内訳は、照会が 65.6％、
相談が 32.5％、要望が 1.5％、苦情が 0.4％であり、その内容の主なものは、診療報酬
請求関係が全体の 35.7％、業務内容が 22.2％であった。
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　　⑶�　保険者団体、診療担当者団体等との間での打合せ会の開催
　　　�　平成 27年度においては、支払基金の取組み、事業内容などを分かりやすく説明す

るとともに、保険者団体、診療担当者団体等の意見及び要望を組織的に共有してその
後の事業運営に的確に反映することを目的として、本部で 17回、全支部で延べ 795
回にわたり、打合せ会を開催した。

　８�　査定に現れない審査の意義の見える化
　　�　支払基金の存在意義を分かりやすく説明するためには、査定に現れない審査の意義の
見える化を図ることが重要であることから、次の方策を実施した。

　　⑴�　審査委員又は職員による連絡、懇談での改善要請を通じたレセプトの適正化
　　⑵�　返戻を通じたレセプトの適正化

　９�　医療保険制度に貢献する公的な役割
　　⑴�　レセプト電算処理システムの開発及び運用
　　　�　支払基金では、厚生労働省の要請を受けて、レセプト電算処理システムの開発及び

運用について主導的な役割を果たすため、基盤となる記録条件仕様、標準仕様及び基
本マスターを、随時厚生労働省へ提示した。

　　　ア�　未コード化傷病名コードについては、使用が顕著に見受けられる医療機関に対し
て、傷病名マスターに登録された傷病名コードを使用するよう各支部から働きかけ
た。

　　　　�　この結果、未コード化傷病名コードの使用状況は、平成28年1月請求分では2.5％
であった。

　　　イ�　未コード化特定器材コードについても、使用が顕著に見受けられる医療機関及び
薬局に対し、特定器材マスターに登録された特定器材コードを使用するよう、各支
部から働きかけた。

　　　　�　この結果、未コード化特定器材コードの使用状況は、平成 28年 1月請求分では
1.7％であった。

　　⑵�　医薬品の適応外使用の事例に関する取扱いの検討
　　　�　医薬品の適応外使用事例の検討については、厚生労働省の要請を受け、審査情報提

供検討委員会において 4事例を検討した。
　　　�　その結果、3事例については、情報提供には至らず、1事例については、引き続き検

討となった。
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　　⑶�　診療報酬改定を始めとする医療保険制度改正に係る円滑な対応
　　　ア�　医療保険制度改正に円滑に対応するため、レセプト電算処理システムの基盤とな

る基本マスター、電子点数表及び記録条件仕様等を更新した。
　　　イ�　レセプト審査をより的確かつ円滑に進めていく上で、診療報酬点数表に係る告示・

通知又は記載要領の改正が必要と考えられる事項を取りまとめた上、平成 28 年 4
月の診療報酬点数表等の改正において措置いただくよう、平成 27年 9月に厚生労
働省保険局医療課あて提出した。

　　　ウ�　平成 28年度より病床機能報告制度における報告形態が、電子レセプトへ病棟情
報を記録の上、報告することとされたことに当たり、当該報告制度の円滑な実施に
向け、当該情報の記録方法などについて厚生労働省担当部局等と検討・調整した。

　　⑷�　審査支払制度の見直しに関する提言
　　　�　診療報酬の審査支払を実施する専門機関として、平成 27年度においても、2月に審

査支払制度の見直しに関する次の内容について提言を「制度等の見直しに関する要望」
として取りまとめ、理事長から厚生労働省保険局長に手交した。

　　　ア�　業務効率化等に資するオンライン、電子化へ向けた措置として、
　　　　・オンライン化の推進等
　　　　・訪問看護療養費請求の電子化
　　　　・指導監査に伴う返還金控除処理の電子化等
　　　イ�　支払基金が行う事業の将来に向けた措置として、
　　　　・医療保険分野におけるマイナンバー制度実施に関する的確な管理
　　　ウ�　その他の措置として、
　　　　・特別会計に係る財務諸表等の官報公告

　　⑸�　医療費に関する分析
　　　�　審査の充実のための分析に取り組むとともに、電子レセプト請求の進展を踏まえ、

医科・調剤に加え新たに歯科についても電子レセプトを対象として診療行為大分類の
推移を支払基金ホームページ等で公表した。

　　⑹�　諸外国の審査機関等との情報交換
　　　�　診療報酬の審査・請求支払を実施する専門機関として、平成 27年度は、韓国健康

保険審査評価院（HIRA）及び国民健康保険公団（NHIS）の視察団を受け入れると
ともに、HIRA及びNHIS が主催する、国際会議において、「支払基金の概要と国際協
力活動」をテーマに講演を行うなど、積極的に情報交換を実施した。
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財 産 目 録
貸 借 対 照 表
損 益 計 算 書
キャッシュ・フロー計算書

平成 27 事業年度一般会計

事 業 費 勘 定
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平成 27 事業年度一般会計
事 業 費 勘 定 財 産 目 録

（平成28年3月31日現在）

資　　　　　産　　　　　の　　　　　部

区　　　　分
内　　　　　　　　訳

金　　　額
摘　　　　要 金　　　額

千円 千円

流 動 資 産 246,967,217
現 金 及 び 預 金 183,295,636

普 通 預 金 137,795,636
定 期 預 金 45,500,000

有 価 証 券 52,640,000
譲 渡 性 預 金 52,640,000

未 収 入 金 11,030,704
未 収 診 療 報 酬 485,094
請求不足診療報酬 152,848
過 払 診 療 報 酬 10,392,761

そ の 他 の 流 動 資 産 877
未 収 収 益 877

資 産 合 計 246,967,217

負　　　　　債　　　　　の　　　　　部

千円 千円

流 動 負 債 193,908,932
未 払 金 10,423,715

未 払 診 療 報 酬 120,249
支払不足診療報酬 138,502
過請求診療報酬 10,164,963

前 受 金 171,734,662
前 受 診 療 報 酬 171,734,662

預 り 金 11,749,678
預 り 源 泉 所 得 税 11,749,678

そ の 他 の 流 動 負 債 877
その他の未払金 877

固 定 負 債 53,058,285
預 り 委 託 金 53,058,285

預 り 委 託 金 53,058,285

負 債 合 計 246,967,217

差 引 正 味 財 産 ─
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平成 27 事業年度一般会計
事 業 費 勘 定 貸 借 対 照 表

（平成28年3月31日現在）

資 産 の 部 負 債 の 部

区 分
注記
番号

金 額 区 分
注記
番号

金 額

（ 資 産 の 部 ）
千円

（ 負 債 の 部 ）
千円

 流 動 資 産 Ⅰ 流 動 負 債

１　 現金及び預金 183,295,636 １　 未 払 金 10,423,715

２　 有 価 証 券 52,640,000 ２　 前 受 金 171,734,662

３　 未 収 入 金 11,030,704 ３　 預 り 金 11,749,678

４　 その他の流動資産 877 ４　 その他の流動負債 877

流 動 資 産 合 計 246,967,217 流 動 負 債 合 計 193,908,932

Ⅱ　 固 定 負 債

　　 預 り 委 託 金 53,058,285

固 定 負 債 合 計 53,058,285

資 産 合 計 246,967,217 負 債 合 計 246,967,217
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平成 27 事業年度一般会計
事業費勘定損益計算書

自　平成27年4月01日
至　平成28年3月31日

区　　　　　分
注記
番号

金　　　　　額

千円 千円

〔経常損益の部〕

（ 業 務 損 益 の 部 ）

Ⅰ　 業 務 収 益

診 療 報 酬 収 入 11,673,173,009 11,673,173,009

Ⅱ　 業 務 費 用

診 療 報 酬 支 出 11,673,173,009 11,673,173,009

　　 業 務 利 益 ─

（ 業 務 外 損 益 の 部 ）

Ⅰ　 業 務 外 収 益

１ 受 取 利 息 34,211

２ 有 価 証 券 利 息 118,303

３ 延 滞 金 収 入 19,439 171,954

Ⅱ　 業 務 外 費 用

事 務 費 勘 定 へ 繰 入 171,954 171,954

　　 経 常 利 益 ─

当 期 純 利 益 ─
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平成 27 事業年度一般会計
事業費勘定キャッシュ・フロー計算書

自　平成27年4月 1日
至　平成28年3月31日

区　　　　　　　分
注記
番号

金　  　　　　額

千円
Ⅰ　 業務活動によるキャッシュ･フロー

診療報酬収入 11,673,929,462

預り委託金収入 1,214,369

預り源泉所得税受入 152,320,403

診療報酬支出 △ 11,672,830,324

預り委託金返還 △ 602,646

預り源泉所得税納付 △ 153,193,088

小 計 838,176

利息の受取額 179,551

その他 △ 179,551

業務活動によるキャッシュ･フロー 838,176

Ⅱ　 投資活動によるキャッシュ･フロー

投資活動によるキャッシュ･フロー ─

Ⅲ　 財務活動によるキャッシュ･フロー

財務活動によるキャッシュ･フロー ─

Ⅳ　 現金及び現金同等物に係る換算差額 ─

Ⅴ　 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 減 額 838,176

Ⅵ　 現金及び現金同等物の期首残高 235,097,459

Ⅶ　 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 235,935,636
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　重要な会計方針

期　　別

項　　目

当会計期間

　キャッシュ･フロー計算書に

おける資金の範囲

　手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満

期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短

期的な投資からなっております。

自　平成27年4月 1日
至　平成28年3月31日
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　注記事項
　（キャッシュ・フロー計算書関係）

当会計期間末

（平成28年3月31日現在）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲載されている科目の金額との関係

現金及び預金 183,295,636 千円

容易に換金可能で価値変動リスクが 
僅少な短期投資（有価証券） 52,640,000

現金及び現金同等物 235,935,636
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財 産 目 録
貸 借 対 照 表
損 益 計 算 書
キャッシュ・フロー計算書

平成 27 事業年度一般会計

事 務 費 勘 定
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平成 27 事業年度一般会計
事 務 費 勘 定 財 産 目 録

（平成28年3月31日現在）

資　　　　　産　　　　　の　　　　　部

区　　　　分
内　　　　　　　　訳

金　　　額
摘　　　　要 金　　　額

千円 千円

流 動 資 産 66,051,992
現 金 及 び 預 金 現 金 1,649

普 通 預 金 5,583,589
定 期 預 金 53,159,342

未 収 事 務 費 7,165,080
その他の流動資産 未 収 収 益 1,037

未収レセプト電子データ提供料 78,588
未 収 購 読 料 30
その他の未収入金 12,949
立 替 金 21,031
仮 払 金 28,693

固 定 資 産 84,046,910
有 形 固 定 資 産 81,379,290
建 物 69,688,637
減価償却累計額 △ 27,484,461

建 物 付 属 設 備 6,611,316
減価償却累計額 △ 3,431,676

構 築 物 1,764,141
減価償却累計額 △ 1,469,546

工 具 器 具 備 品 5,554,503
減価償却累計額 △ 2,712,606

土 地 31,998,647
リ ー ス 資 産 1,924,973
減価償却累計額 △ 1,064,636

無 形 固 定 資 産 2,559,384
電 話 加 入 権 35,046
ソ フ ト ウ ェ ア 2,524,337

投資その他の資産 108,235
敷 金 ・ 保 証 金 106,186
そ の 他 2,049

資 産 合 計 150,098,903
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負　　　　　債　　　　　の　　　　　部

区　　　　分
内　　　　　　　　訳

金　　　額
摘　　　　要 金　　　額

千円 千円

流 動 負 債 8,955,354

未 払 金 4,250,544

未 払 消 費 税 等 586,181

預 り 金 304,828

賞 与 引 当 金 2,609,758

その他の流動負債 未 払 費 用 374,413

前 受 収 益 428

仮 受 金 535,818

短期リース債務 292,749

短 期 未 払 金 632

固 定 負 債 109,122,700

退 職 給 付 引 当 金 108,499,600

その他の固定負債 長期リース債務 618,471

長期資産除去債務 3,814

長 期 未 払 金 814

負　　　債　　　合　　　計 118,078,054

差 引 正 味 財 産 32,020,848
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平成 27 事業年度一般会計
事務費勘定貸借対照表

（平成28年3月31日現在）

資 産 の 部 負 債 ・ 資 本 の 部

区 分
注記
番号

金 額 区 分
注記
番号

金 額

千円 千円

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

Ⅰ　 流 動 資 産 Ⅰ　 流 動 負 債

１　 現金及び預金 58,744,581 １　 未 払 金 4,250,544
２　 未 収 事 務 費 7,165,080 ２　 未払消費税等 586,181
３　 その他の流動資産 142,331 ３　 預 り 金 304,828
流 動 資 産 合 計 66,051,992 ４　 賞 与 引 当 金 2,609,758

５　 その他の流動負債 1,204,042
Ⅱ　 固 定 資 産 流 動 負 債 合 計 8,955,354

１　 有形固定資産

⑴　 建 物 76,299,953 Ⅱ　 固 定 負 債

減価償却累計額 △ 30,916,138 45,383,815 １　 退職給付引当金 108,499,600
⑵　 構 築 物 1,764,141 ２　 その他の固定負債 623,100

減価償却累計額 △ 1,469,546 294,594 固 定 負 債 合 計 109,122,700
⑶　 工具器具備品 5,554,503 負 債 合 計 118,078,054

減価償却累計額 △ 2,712,606 2,841,896
⑷　 土 地 31,998,647 （ 資 本 の 部 ）

⑸　 リース資産 1,924,973 利 益 剰 余 金

減価償却累計額 △ 1,064,636 860,336 １　 任 意 積 立 金

有形固定資産合計 　 81,379,290 別途積立金 36,928,994
２　 無形固定資産 ２　 当期未処理損失 4,908,145
⑴　 電話加入権 35,046 利 益 剰 余 金 合 計 32,020,848
⑵　 ソフトウェア 2,524,337 資 本 合 計 32,020,848

無形固定資産合計 2,559,384
３　 投資その他の資産

⑴　 敷金・保証金 106,186
⑵　 そ の 他 2,049

投資その他の資産合計 108,235
固 定 資 産 合 計 84,046,910

資 産 合 計 150,098,903 負債・資本合計 150,098,903
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平成 27 事業年度一般会計
事務費勘定損益計算書

自　平成27年4月01日
至　平成28年3月31日

区　　　　　分
注記
番号

金　　　　　額

千円 千円
〔経常損益の部〕

（ 業 務 損 益 の 部 ）
Ⅰ　 業 務 収 益

１　 事 務 費 収 入 72,600,414
２　 レセプト電子データ提供料収入 944,773
３　 そ の 他 の 業 務 収 益 316,375 73,861,563

Ⅱ　 業 務 費 用
１　 役 員 報 酬 35,711
２　 給 与 手 当 23,979,103
３　 賞 与 5,385,573
４　 賞 与 引 当 金 繰 入 額 2,609,758
５　 退 職 給 付 費 用 6,106,948
６　 法 定 福 利 費 4,761,486
７　 審 査 委 員 会 費 11,292,792
８　 委 託 費 6,821,773
９　 使 用 料 及 び 賃 借 料 1,287,143
10　 保 守 料 2,855,114
11　 減 価 償 却 費 5,157,241
12　 そ の 他 の 業 務 費 用 7,807,507 78,100,154
業 務 損 失 4,238,591

（ 業 務 外 損 益 の 部 ）
Ⅰ　 業 務 外 収 益

１　 受 取 利 息 29,455
２　 雑 収 入 194,948
３　 事業費勘定からの受入 171,954 396,359

Ⅱ　 業 務 外 費 用
１　 リ ー ス 支 払 利 息 16,993
２　 雑 損 失 17,800 34,794

経 常 損 失 3,877,026

〔特別損益の部〕
Ⅰ　 特 別 利 益

　　 固 定 資 産 売 却 益 11,202 11,202
Ⅱ　 特 別 損 失

１　 固 定 資 産 売 却 損 148,848
２　 固 定 資 産 除 却 損 ※1 38,651
３　 減 損 損 失 ※2 854,822 1,042,322

当 期 純 損 失 4,908,145
当 期 未 処 理 損 失 4,908,145
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平成 27 事業年度一般会計
事務費勘定キャッシュ・フロー計算書

自　平成27年4月 1日
至　平成28年3月31日

区　　　　　　　分
注記
番号

金　  　　　　額

千円
Ⅰ　 業務活動によるキャッシュ･フロー

事務費収入 71,997,122
レセプト電子データ提供料収入 961,200
その他の収入 736,315
人件費の支出 △ 41,734,982
審査委員会費支出 △ 11,271,038
その他の業務支出 △ 19,370,362

小 計 1,318,255

利息の受取額 29,701

業務活動によるキャッシュ･フロー 1,347,957

Ⅱ　 投資活動によるキャッシュ･フロー

有形固定資産の売却による収入 285,489
有形固定資産の取得による支出 △ 953,876
無形固定資産の取得による支出 △ 1,472,569
投資活動その他 △ 13,785

投資活動によるキャッシュ･フロー △ 2,154,742

Ⅲ　 財務活動によるキャッシュ･フロー

　リース債務返済による支出 △ 329,154

財務活動によるキャッシュ･フロー △ 329,154

Ⅳ　 現金及び現金同等物に係る換算差額 ─

Ⅴ　 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 減 額 △ 1,135,939

Ⅵ　 現金及び現金同等物の期首残高 59,880,520

Ⅶ　 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 58,744,581
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区　　　　　　　　分 金　　　　　　　　　額

円

Ⅰ　 当 期 未 処 理 損 失 4,908,145,331

Ⅱ　 損 失 処 理 額

任 意 積 立 金 取 崩 額

別 途 積 立 金 取 崩 額 4,908,145,331 4,908,145,331

Ⅲ　 次 期 繰 越 損 失 0

平成 27 事業年度一般会計
事務費勘定損失処理計算書

（平成28年6月27日）
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　重要な会計方針

期　　別

項　　目

当会計期間

１．固定資産の減価償却の方法

　⑴ 　有形固定資産（リース資

産を除く）

　⑵ 　無形固定資産（リース資

産を除く）

　⑶　リース資産

２．引当金の計上基準

　⑴　賞与引当金

　定額法によっております。

　なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。

　建物 6～50 年

　構築物 10～60 年

　工具器具備品 3～20 年

　定額法によっております。

　なお、ソフトウェア（基金利用分）については、支払基

金における利用可能期間（５年）に基づく定額法によって

おります。

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース

資産については、リース期間を耐用年数とし、残存価額

をゼロとする定額法によっております。

　なお、リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取引のうち、リー

ス取引開始日が企業会計基準第 13 号「リース取引に関

する会計基準」の適用初年度開始前のリース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。

　役職員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支

給見込額に基づき当期に見合う分を計上しております。

自　平成27年4月 1日
至　平成28年3月31日
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期　　別

項　　目

当会計期間

　⑵　退職給付引当金

３ ．キャッシュ･フロー計算書

における資金の範囲

４ ．その他財務諸表作成のため

の重要な事項

　　消費税等の会計処理

　職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。

ア　退職給付見込額の期間帰属方法

　 　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当期

末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式

基準によっております。

イ　過去勤務費用及び数理計算上の差異の費用処理方法

　 　過去勤務費用については、職員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（12年）による定額法により按分した額

を、発生時から費用処理しております。

　 　数理計算上の差異については、職員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（12年）による定額法により按分し

た額を、それぞれ発生の翌期から費用処理しております。

　なお、役員等については、役員退職手当規程等に基づ

く期末要支給額を退職給付引当金に含めて計上しており

ます。

　手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期

日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、かつ、

価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投

資からなっております。

　消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

自　平成27年4月 1日
至　平成28年3月31日
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　注記事項
　（損益計算書関係）

当会計期間

※１　固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。

工 具 器 具 備 品 27,671 千円

そ の 他  10,979
計 38,651

※２　減損損失の内容は、次のとおりであります。

　（減損損失を認識した資産）

　　当期において、以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

用　　途 種　　　類 場　　　　　所

未利用不動産 土地・建物・構築物 職員宿舎（青森県青森市ほか17件）

電話加入権（休止分） 電話加入権 本部休止分

　（減損損失を認識するに至った経緯及び減損損失の金額）

　 　上記の資産グループは、投資額を上回る将来キャッシュ・フローの増加が見込めない

ため、当資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、減損損失として下記の金

額を特別損失に計上しております。

種　　　　類 金　額（千円）

土　　　　　地 215,087
建　　　　　物 633,987
構　　築　　物 3,637
電 話 加 入 権 2,110

計 854,822

　（資産のグルーピングの方法）

　 　当支払基金は、未利用不動産については個別物件単位でグルーピングを行っており、

電話加入権については今後使用する見込みのない休止回線を対象としております。

　（回収可能価額の算定方法等）

　 　当資産グループの回収可能価額は正味売却価額により測定しており、正味売却価額に

ついては不動産鑑定士の鑑定評価額に基づいて評価し、電話加入権については平成26年

度財産評価基準（国税庁）「電話加入権の標準価格」に基づいて算定しております。

自　平成27年4月 1日
至　平成28年3月31日
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　（キャッシュ・フロー計算書関係）

当会計期間末

（平成28年3月31日現在）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲載されている科目の金額との関係

現金及び預金 58,744,581 千円

現金及び現金同等物 58,744,581
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　（資産除去債務関係）

当会計期間

貸借対照表（その他の流動負債及びその他の固定負債）に計上している資産除去債務

　１．当該資産除去債務の概要

　　 　システム関係機器の所有権移転外ファイナンスリース契約に伴う返還費用であり

ます。

　２．当該資産除去債務の金額の算定方法

　　 　返還費用をそれぞれの物件ごとのリース契約期間を基準とし、物件ごとにリース

契約開始時点における利付国債の流通利回りを割引率として現在価値に割り引いた

金額を資産除去債務として計上しております。

　３．当期における当該資産除去債務の総額の増減

期首残高 3,783 千円

本年度増加額  ─

時の経過による調整額  31

資産除去債務の履行による減少額  ─

期末残高  3,814

自　平成27年4月 1日
至　平成28年3月31日
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　（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　 　当支払基金は、役職員等の退職給付に充てるため、積立型、非積立型の確定給付型制度

を採用しております。

　 　厚生年金基金制度（積立型制度であります。）では、給与と加入期間に基づいた年金又

は一時金を支給します。

　 　退職一時金制度（非積立型制度であります。）では、退職給付として、給与と勤務期間

に基づいた一時金を支給します。

　 　当支払基金が加入している厚生年金基金の代行部分について、平成 26 年 12 月 1 日に厚

生労働大臣から将来分支給義務免除の認可を受け、平成 28 年 4 月 1 日付けで過去分返上

の認可を受けております。

　 　当事業年度末日現在において測定された返還相当額（最低責任準備金）は 28,730,575 千
円であり、当返還相当額（最低責任準備金）の支払が当事業年度末に行われたと仮定して

「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 25 号）第 46 項を適用

した場合に生じる利益の見込額は 42,640,236 千円であります。

　 　また、これに伴い「公的年金制度の健全性及び信頼性の確保のための厚生年金保険法等

の一部を改正する法律」（平成 25 年法律第 63 号）附則第 10 条に基づき、最低責任準備金

の一部を国に前納（24,262,740 千円）しておりますが、当該前納額は年金資産に含めてお

ります。

２．退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

期首における退職給付債務 △ 185,994,775 千円

　勤務費用 △ 3,067,619
　利息費用 △ 2,970,448
　数理計算上の差異の当期発生額 △ 38,439,719
　退職給付の支払額 6,218,940
　過去勤務費用の当期発生額 ─

期末における退職給付債務 △ 224,253,622
　（注）厚生年金基金の代行部分を含めて記載しております。

３．年金資産の期首残高と期末残高の調整表

期首における年金資産 62,908,869 千円

　期待運用収益 1,887,266
　事業主からの拠出額 1,694,233
　数理計算上の差異の当期発生額 △ 2,352,873
　退職給付の支払額 △ 3,118,186
期末における年金資産 61,019,309
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４．退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び資産の調

整表

イ．積立型制度の退職給付債務 △ 152,999,754 千円

ロ．年金資産 61,019,309
ハ．非積立型制度の退職給付債務 △ 71,253,867
ニ．未積立退職給付債務（イ＋ロ＋ハ） △ 163,234,312
ホ．未認識過去勤務費用 △ 7,661,465
ヘ．未認識数理計算上の差異 62,396,177
ト．貸借対照表計上純額（ニ＋ホ＋ヘ） △ 108,499,600
チ．前払年金費用 ─

リ．退職給付引当金（ト－チ） △ 108,499,600
　（注）厚生年金基金の代行部分を含めて記載しております。

５．退職給付に関連する損益

勤務費用 2,825,297 千円

利息費用 2,970,448
期待運用収益 △ 1,887,266
過去勤務費用の当期の費用処理額 △ 1,249,712
数理計算上の差異の当期の費用処理額 3,448,182
退職給付費用 6,106,948
　（注）厚生年金基金に対する役職員等拠出額を控除しております。

６．年金資産の主な内訳

最低責任準備金相当額の前納額 39.8％
債　券 31.5％
株　式 17.8％
その他 10.9％
合　計 100.0％

７．長期期待運用収益率の設定方法に関する記載

　 　年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、

年金資産を構成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮してお

ります。

８．数理計算上の計算基礎に関する事項

　　　　期末における主要な数理計算上の計算基礎

割引率 0.5％
長期期待運用収益率 3.0％
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財 産 目 録
貸 借 対 照 表
損 益 計 算 書
キャッシュ・フロー計算書

平成 27 事業年度一般会計

高齢者医療制度円滑導入勘定
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平成 27 事業年度一般会計
高齢者医療制度円滑導入勘定財産目録

（平成28年3月31日現在）

資　　　　　産　　　　　の　　　　　部

区　　　　分
内　　　　　　　　訳

金　　　額
摘　　　　要 金　　　額

千円 千円

流 動 資 産 1,599,078

現 金 及 び 預 金 1,593,731

普 通 預 金 1,593,731

そ の 他 の 流 動 資 産 5,347

その他の未収入金 5,347

資 産 合 計 1,599,078

負　　　　　債　　　　　の　　　　　部

千円 千円

流 動 負 債 1,599,078

未 払 金 1,599,078

未 払 金 14,348

その他の未払金 1,584,729

負 債 合 計 1,599,078

差 引 正 味 財 産 ─
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平成 27 事業年度一般会計
高齢者医療制度円滑導入勘定貸借対照表

（平成28年3月31日現在）

資 産 の 部 負 債 の 部

区 分
注記
番号

金 額 区 分
注記
番号

金 額

（ 資 産 の 部 ）
千円

（ 負 債 の 部 ）
千円

 流 動 資 産 流 動 負 債

１　 現金及び預金 1,593,731 　　 未 払 金 1,599,078

２　 その他の流動資産 5,347 流 動 負 債 合 計 1,599,078

流 動 資 産 合 計 1,599,078

資 産 合 計 1,599,078 負 債 合 計 1,599,078



─ 59─

平成 27 事業年度一般会計
高齢者医療制度円滑導入勘定損益計算書

自　平成27年4月01日
至　平成28年3月31日

区　　　　　分
注記
番号

金　　　　　額

千円 千円

〔経常損益の部〕

（ 業 務 損 益 の 部 ）

Ⅰ　 業 務 収 益

１　 高齢者医療制度円滑運営
臨 時 特 例 交 付 金 収 入 19,447,928

２　 円滑導入基金からの受入 2,366,282 21,814,210

Ⅱ　 業 務 費 用

１　指定公費負担医療費支出 20,032,719

２　 給 与 手 当 124,713

３　 交 付 金 精 算 返 納 金 ※１ 1,570,605

４　 そ の 他 の 業 務 費 用 86,263 21,814,301

　　 業 務 損 失 90

（ 業 務 外 損 益 の 部 ）

 業 務 外 収 益

　　 有 価 証 券 利 息 90 90

　　 経 常 利 益 ─

当 期 純 利 益 ─
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平成 27 事業年度一般会計
高齢者医療制度円滑導入勘定キャッシュ・フロー計算書

自　平成27年4月 1日
至　平成28年3月31日

区　　　　　　　分
注記
番号

金　  　　　　額

千円
Ⅰ　 業務活動によるキャッシュ･フロー

高齢者医療制度円滑運営臨時特例交付金収入 19,447,928

システム改修経費補助金収入 ─

円滑導入基金からの受入収入 2,366,282

指定公費負担医療費支出 △ 20,032,719

人件費の支出 △ 145,420

その他の業務支出 △ 2,430,187

小 計 △ 794,116

利息の受取額 90

業務活動によるキャッシュ･フロー △ 794,025

Ⅱ　 投資活動によるキャッシュ･フロー

投資活動によるキャッシュ･フロー ─

Ⅲ　 財務活動によるキャッシュ･フロー

財務活動によるキャッシュ･フロー ─

Ⅳ　 現金及び現金同等物に係る換算差額 ─

Ⅴ　 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 減 額 △ 794,025

Ⅵ　 現金及び現金同等物の期首残高 2,387,757

Ⅶ　 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 1,593,731
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　重要な会計方針

期　　別

項　　目

当会計期間

１ ．キャッシュ･フロー計算書

における資金の範囲

　手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満

期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短

期的な投資からなっております。

２ ．その他財務諸表作成のため

の重要な事項

　　消費税等の会計処理 　消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

自　平成27年4月 1日
至　平成28年3月31日



─ 62─

　注記事項
　（キャッシュ・フロー計算書関係）

当会計期間末

（平成28年3月31日現在）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲載されている科目の金額との関係

現金及び預金 1,593,731 千円

現金及び現金同等物 1,593,731

　表示方法の変更
　（損益計算書関係）

当会計期間末

（平成28年3月31日現在）

※１ 　前事業年度において「業務費用」の「その他の業務費用」に含めておりました「交

付金精算返納金」（前事業年度 20,744 千円）は、金額的重要性が増したため、当事業

年度より独立掲記しております。
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平成 27 事業年度一般会計

医療施設等設備整備費勘定

※�　レセプトオンライン化設備整備費事業については、平成 25 事業年度に事業を完了し

ており、当期においては、助成金に対する返還金が発生していないことから、財産目録、

貸借対照表、損益計算書及びキャッシュ・フロー計算書の該当項目はありません。

　　また、附属明細についても同様であります。
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※�　レセプトオンライン代行送信助成事業については、平成 21 事業年度に当該助成事業

を完了しており、当期においては、助成金に対する返還金が発生していないことから、

財産目録、貸借対照表、損益計算書及びキャッシュ・フロー計算書の該当項目はありま

せん。

　　また、附属明細についても同様であります。

平成 27 事業年度一般会計

レセプトオンライン代行請求業務費勘定



 

財 産 目 録 等 に 関 す る 監 事 意 見 書  

 

 

平成２７事業年度社会保険診療報酬支払基金一般会計に係る財産目録及び

事業状況報告書の監査を実施した結果、適正であると認める。 

 

 

 

平成２８年６月１６日 

 

 

 社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金              

  理 事 長  河 内 山  哲 朗 殿 

 

 

 

               監  事   木  内     充  

 

 

               監  事   棟  重   卓  三  

 

 

               監  事   田  中   伸  一  

 

 

               監  事   髙  梨    彦  

 

 

 

 


